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新旧対照表【本則】 

○神奈川県生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

新 旧 

目次 目次 

第１章 （略） 第１章 （略） 

第２章 指定事業所の設置等の手続等 第２章 指定事業所の設置等の手続等 

第１節 （略） 第１節 （略） 

第２節 災害時の特例（第21条～第23条の３） 第２節 削除 

第３節 （略） 第３節 （略） 

 第３章～第６章 （略）  第３章～第６章 （略） 

 第７章 自動車の使用に伴う環境負荷の低減  第７章 自動車の使用に伴う環境負荷の低減 

第１節～第３節 （略） 第１節～第３節 （略） 

第４節 特定自動車の運行制限（第87条の２・第87条の３） 第４節 特定自動車の運行制限（第87条の２・第87条の３） 

  第５節 自動車の燃料に関する規制（第87条の４）   （新規） 

 第８章～第11章 （略）  第８章～第11章 （略） 

 附則  附則 

  

（特定有害物質） （特定有害物質） 

第２条の４ 条例第２条第８号に規定する規則で定める物質は、第２条の２第

１号から第25号まで及び第27号に掲げる物質（第５号に掲げる物質にあって

は、六価クロム化合物に限る。）とする。 

第２条の４ 条例第２条第８号に規定する規則で定める地下浸透禁止物質は、

第２条の２第１号から第25号まで及び第27号に掲げる物質（第５号に掲げる

物質にあっては、六価クロム化合物に限る。）とする。 

（指定作業） （指定作業） 

第３条 条例第２条第10号に規定する規則で定める作業は、別表第１の条

例別表の作業の欄に掲げる作業ごとに別表第１の作業の内容の欄に掲げ

る作業（当該作業の一部のみを行う場合のその作業又は当該作業と密接

に関連する作業を含む。）とする。 

第３条 条例第２条第10号に規定する規則で定める作業は、別表第１の条

例別表第１の作業の欄に掲げる作業ごとに同表の作業の内容の欄に掲げ

る作業（当該作業の一部のみを行う場合のその作業又は当該作業と密接

に関連する作業を含む。）とする。 

（指定施設） （指定施設） 

第３条の２ 条例第２条第11号に規定する規則で定める施設は、別表第１

の条例別表の作業の欄に掲げる作業ごとに別表第１の施設の欄に掲げる

施設とする。 

第３条の２ 条例第２条第11号に規定する規則で定める施設は、別表第１

の条例別表第１の作業の欄に掲げる作業ごとに同表の施設の欄に掲げる

施設とする。 

（設置許可申請書等） （設置許可申請書等） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項第１号の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。た ２ 前項第１号の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。た
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だし、知事が特に認めるときは、添付すべき書類の一部を省略することがで

きる。 

だし、知事が特に認めるときは、添付すべき書類の一部を省略することがで

きる。 

(１)～（３） （略） (１)～（３） （略） 

(４) 申請に係る指定事業所を、複数の事業所（当該指定事業所を含む。）

が立地する一団の土地に設置する場合であって、当該一団の土地の境界線

上の地点を騒音又は振動の測定の地点とすることが当該一団の土地の利用

状況から適当と知事が認めるときは、次に掲げる書類のうち知事が必要と

認める書類 

(４) 申請に係る指定事業所を、複数の事業所（当該指定事業所を含む。）

が立地する一団の土地に設置する場合であって、当該一団の土地の境界線

上の地点を騒音の測定の地点とすることが当該一団の土地の利用状況から

適当と知事が認めるときは、次に掲げる書類のうち知事が必要と認める書

類 

ア 当該一団の土地の境界線上の地点を騒音又は振動の測定の地点とする

ことについて、当該一団の土地の所有者、占有者その他当該土地の使用

権原を有する者全ての合意を得たことを証する書類 

ア 当該一団の土地の境界線上の地点を騒音の測定の地点とすることにつ

いて、当該一団の土地の所有者、占有者その他当該土地の使用権原を有

する者全ての合意を得たことを証する書類 

イ （略） イ （略） 

  

（変更の許可） （変更の許可） 

第11条 （略） 第11条 （略） 

２ 条例第８条第１項第４号に規定する規則で定める軽微な変更は、次の各号

に掲げる変更とする。 

２ 条例第８条第１項第４号に規定する規則で定める軽微な変更は、次の各号

のいずれにも該当しない変更とする。 

(１) 条例第３条第２項第４号又は第11号に掲げる事項の変更であって、変

更後の指定事業所に適用される条例第25条第１項、第28条第１項又は第32

条第１項の規制基準が変更前の規制基準と同等又はそれ以下となる変更 

(１) 条例第３条第２項第４号又は第11号に掲げる事項の変更であって、変

更後の指定事業所の位置又は排水の排出先に適用される条例第25条第１

項、第28条第１項又は第32条第１項の規制基準が変更前の規制基準より厳

しくなる変更 

(２) 条例第３条第２項第６号、第９号、第10号、第15号又は第19号に掲げ

る事項の変更であって、変更後の同項第12号から第14号までに規定する予

測値が変更前の予測値以下となる変更 

(２) 条例第３条第２項第６号、第８号から第10号まで、第15号、第16号又

は第19号に掲げる事項の変更であって、同項第12号から第14号までに規定

する予測値を変更前の予測値より増大させることとなる変更 

(３) 条例第３条第２項第７号に掲げる事項の変更であって、指定作業の工

程の変更 

(３) 条例第３条第２項第７号に掲げる事項の変更であって、指定作業の種

類の変更 

(４) 条例第３条第２項第８号に掲げる事項の変更であって、次のいずれに

も該当するもの 

（新規） 

ア 指定事業所に適用される条例第25条第１項、第28条第１項又は第32条

第１項の規制基準が変更になるものにあっては、変更前の規制基準と同

等又はそれ以下となるもの 

 

イ 条例第３条第２項第12号から第14号までに規定する予測値が変更にな

るものにあっては、変更前の予測値以下となるもの 

 

(５) 条例第３条第２項第12号から第14号までに掲げる事項の変更であっ （新規） 

javascript:void%20fnHonLink(1069,'g1011328042209151.html','j82_k1')
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て、同項第６号、第８号から第10号まで、第15号又は第19号の変更に伴う

ものでない変更 

(６) 条例第３条第２項第19号に掲げる事項の変更であって、次のいずれに

も該当しない変更（第２号に掲げる変更を除く。） 

（新規） 

ア 別表第１の68の項に掲げる指定作業を行う施設に係る変更（炭化水素

系物質の排出防止処理設備に係るものに限る。） 

 

イ 別表第７の２に掲げる集じん設備、同表の３に掲げる散水設備及び同

表の４に掲げる防じんカバー等の変更 

 

ウ 別表第８の３に掲げる吸着設備、洗浄設備、燃焼設備その他の脱臭設

備の変更 

 

３ （略） ３ （略） 

４ 条例第３条第２項第６号、第８号、第14号及び第19号に掲げる事項を変更

しようとする場合であって、同項第14号に規定する騒音又は振動の予測値を

変更前の予測値より増大させることとなる変更であるときは、前項第１号の

申請書には、第４条第２項第４号に掲げる書類を添付しなければならない。 

４ 条例第３条第２項第６号、第８号、第14号及び第19号に掲げる事項を変更

しようとする場合であって、同項第14号に規定する騒音の予測値を変更前の

予測値より増大させることとなる変更であるときは、前項第１号の申請書に

は、第４条第２項第４号に掲げる書類を添付しなければならない。 

  

（変更の届出） （変更の届出） 

第16条 条例第10条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める書類により行うものとする。 

第16条 条例第10条の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める書類により行うものとする。 

(１) 条例第10条第１項第１号に掲げる変更 次に掲げる書類 (１) 条例第10条第１号に掲げる変更 次に掲げる書類 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(２) 条例第10条第１項第２号から第６号までに掲げる変更 次に掲げる書 

類 

(２) 条例第10条第２号から第５号までに掲げる変更 次に掲げる書類 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

２ 前項第２号ウに掲げる書類は、条例第10条第１項第２号から第６号までに

掲げる変更をすることにより公害の防止の方法を変更することとならない場

合は、その提出を省略することができる。 

２ 前項第２号ウに掲げる書類は、条例第10条第２号から第５号までに掲げる

変更をすることにより公害の防止の方法を変更することとならない場合は、

その提出を省略することができる。 

３ 条例第10条第２項及び第３項の規定による届出は、次に掲げる書類により

行うものとする。 

（新規） 

(１) 環境管理事業所（優良環境管理事業所）に係る変更届出書（第13号

様式の２） 

 

(２) 条例第３条第２項第１号に掲げる事項の変更にあっては、第４条第

２項第１号、第２号又は第３号に掲げる書類 
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第２節 災害時の特例 第２節 削除 

（特例措置対象災害の公示）  

第21条 条例第16条第２項の規定による公示は、次に掲げる事項について行う

ものとする。 

第21条から第23条まで 削除 

 (１) 災害の種類及び発生の日  

 (２) 適用する地域  

 (３) 条例第17条第１項に規定する知事が指定する日及び指定する作業  

 (４) 条例第17条第２項に規定する知事が指定する日  

 (５) 条例第17条の２に規定する知事が指定する日  

（特例措置事前届出書）  

第22条 条例第17条第３項の規定による届出は、指定事業所に係る特例措置事

前届出書（第16号様式の２）により行うものとする。 

 

（特例措置による設置届出書）  

第23条 条例第17条第４項の規定による届出は、次に掲げる書類により行うも

のとする。 

 

(１) 特例措置による指定事業所設置届出書（第16号様式の３）  

 (２) 指定事業所概要書  

 (３) 公害防止方法概要書  

２ 前項第１号の書類には、第４条第２項各号に掲げる書類を添付しなければ

ならない。この場合において、同項各号中「申請者」とあるのは「届出者」

と、「申請に」とあるのは「届出に」とする。 

 

３ 前項の規定にかかわらず、知事が特に認めるときは、添付すべき書類の一

部を省略することができる。 

 

（特例措置による変更届出書）  

第23条の２ 条例第17条第５項の規定による届出は、次に掲げる書類により行

うものとする。 

（新規） 

(１) 特例措置による指定事業所に係る変更届出書（第16号様式の４）  

 (２) 指定事業所に係る変更概要書  

 (３) 公害防止方法変更概要書  

２ 条例第３条第２項第６号、第８号、第14号及び第19号に掲げる事項を変更

しようとする場合であって、同項第14号に規定する騒音又は振動の予測値を

変更前の予測値より増大させることとなる変更であるときは、前項第１号の

書類には、第４条第２項第４号に掲げる書類を添付しなければならない。こ

の場合において、同号中「申請」とあるのは「届出」とする。 
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（特例措置による設置及び変更計画の中止届出書）  

第23条の３ 条例第17条第８項の規定による届出は、特例措置による指定事業

所設置（変更）計画中止届出書（第16号様式の５）により行うものとする。 

（新規） 

  

（環境管理事業所の認定の基準） （環境管理事業所の認定の基準） 

第24条 条例第18条第１項の規則で定める基準は、次のとおりとする。 第24条 条例第18条第１項の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 

(８) 指定事業所を設置している者が条例第３条第１項の規定に違反して指

定事業所を設置した場合又は条例第８条第１項の規定に違反して指定事業

所の位置等の変更を行った場合にあっては、当該違反に係る状況を是正し

た日から３年以上経過していること。 

（新規） 

  

（優良環境管理事業所の認定の基準）  

第26条の２ 条例第18条の２第１項の規則で定める基準は、別表第１の４のと

おりとする。 

（新規） 

（優良環境管理事業所認定申請書）  

第26条の３ 条例第18条の２第２項に規定する申請書は、優良環境管理事業所

認定申請書（第17号様式の３）とする。 

（新規） 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書面を添付しなければならない。  

 (１)  第24条第１号ア、イ又はウの登録を証する書面  

 (２)  指定施設及び公害を防止するための装置の配置図  

 (３)  申請者が条例第19条各号に掲げる欠格事由に該当しないことを誓約

する書面 

 

（優良環境管理事業所認定申請書の記載事項等）  

第26条の４ 条例第18条の２第２項第６号に規定する規則で定める事項は、次

のとおりとする。 

（新規） 

 (１) 第26条に定める事項  

(２) 第26条の２に定める基準に適合しているかどうかについて自ら評価し

た結果 

 

 （環境配慮推進事業所の登録の要件） 

（削除） 第27条の２ 条例第19条の２第１項の規則で定める要件は、別表第１の４のと

おりとする。 

 （環境配慮推進事業所登録申請書） 

（削除） 第27条の３ 条例第19条の２第２項に規定する申請書は、環境配慮推進事業所
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登録申請書（第17号様式の３）とする。 

 ２ 前項の申請書には、指定施設及び公害を防止するための装置の配置図を添

付しなければならない。 

 （環境配慮推進事業所登録申請書の記載事項等） 

（削除） 第27条の４ 条例第19条の２第２項第５号に規定する規則で定める事項は、条

例第19の２第１項の規則で定める要件に適合しているかどうかについて自ら

評価した結果とする。 

（環境管理事業所及び優良環境管理事業所の公表） （環境管理事業所及び環境配慮推進事業所の公表） 

第28条 条例第20条第１項の規定による公表は、環境管理事業所に係る同条各

号に掲げる事項を記載した書面を知事が必要と認める場所に備え置くこと及

びインターネットの利用により行うものとする。 

第28条 条例第20条第１項の規定による公表は、環境管理事業所に係る同条各

号に掲げる事項を記載した書面を、知事が必要と認める場所に備え置くこと

により行うものとする。 

２ 前項の規定は、条例第20条第２項の規定による優良環境管理事業所の公表

について準用する。 

２ 前項の規定は、条例第20条第２項において準用する環境配慮推進事業所の

公表について準用する。 

（環境管理事業所及び優良環境管理事業所に係る変更届出書） （環境管理事業所及び環境配慮推進事業所に係る変更届出書） 

第29条 条例第21条第１項に規定する規則で定める事項は、第26条第１号に掲

げる事項とする。 

第29条 条例第21条第１項及び第２項の規定による届出は、環境管理事業所

（環境配慮推進事業所）に係る変更届出書（第18号様式）により行うものと

する。 

２ 条例第21条第２項に規定する規則で定める事項は、第26条第１号及び第26

条の４第２号に掲げる事項とする。 

（新規） 

３ 条例第21条第１項及び第２項の規定による届出は、環境管理事業所（優良

環境管理事業所）に係る変更届出書により行うものとする。 

（新規） 

  

（排煙の測定） （排煙の測定） 

第32条 （略） 第32条 （略） 

２ 条例第27条の規定による排煙量及び排煙濃度の測定は、次の各号に掲げる

物質の種類に応じ、当該各号に定める方法により行わなければならない。 

２ 条例第27条の規定による排煙量及び排煙濃度の測定は、次の各号に掲げる

物質の種類に応じ、当該各号に定める方法により行わなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 窒素酸化物 次に掲げる方法により行うこと。この場合における当該

排出ガス量及び窒素酸化物の濃度の測定方法は、当該排出ガス量について

は規格Ｚ8808に定める方法、窒素酸化物の濃度については規格Ｋ0104に定

める方法によるものとする。 

(２) 窒素酸化物 次に掲げる方法により行うこと。この場合における当該

排出ガス量及び窒素酸化物の濃度の測定方法は、当該排出ガス量について

は規格Ｚ8808に定める方法、窒素酸化物の濃度については規格Ｋ0104に定

める方法によるものとする。 

ア 排煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される排出ガ

ス量が毎時４万立方メートル未満の排煙発生施設の場合（ウに掲げる場

合を除く。） 当該排出ガス量及び窒素酸化物の濃度を年２回以上（１

ア 排煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される排出ガ

ス量が毎時４万立方メートル未満の排煙発生施設の場合 当該排出ガス

量及び窒素酸化物の濃度を年２回以上（１年につき継続して休止する期
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年につき継続して休止する期間が６月以上の排煙発生施設にあっては年

１回以上）それぞれ測定して窒素酸化物の量を算定すること。 

間が６月以上の排煙発生施設にあっては年１回以上、大気汚染防止法施

行令別表第１の２の項に掲げるガス発生炉（イにおいて「ガス発生炉」

という。）のうち燃料電池用改質器にあっては５年に１回以上）それぞ

れ測定して窒素酸化物の量を算定すること。 

イ 排煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される排出ガ

ス量が毎時４万立方メートル以上の排煙発生施設の場合（ウに掲げる場

合を除く。） 当該排出ガス量を２箇月に１回以上測定し、及び窒素酸

化物の濃度を常時測定して窒素酸化物の量を算定すること。 

イ 排煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される排出ガ

ス量が毎時４万立方メートル以上の排煙発生施設の場合 当該排出ガス

量を２箇月に１回以上（ガス発生炉のうち燃料電池用改質器にあって

は、５年に１回以上）測定し、及び窒素酸化物の濃度を常時（ガス発生

炉のうち燃料電池用改質器については、５年に１回以上）測定して窒素

酸化物の量を算定すること。 

ウ 大気汚染防止法施行令別表第１の２の項に掲げるガス発生炉のうち水

蒸気改質方式の改質器であって、水素（温度が零度であって、圧力が１

気圧の状態に換算したものをいう。第５号エにおいて同じ。）の製造能

力が毎時1,000立方メートル未満の施設（気体状の燃料及び原料のみを

使用するものに限る。）並びに燃料電池用改質器の場合 当該排出ガス

量及び窒素酸化物の濃度を５年に１回以上それぞれ測定して窒素酸化物

の量を算定すること。 

（新規） 

(３)・（４） （略） (３)・（４） （略） 

(５) ばいじん 次に掲げる方法により行うこと。 (５) ばいじん 次に掲げる方法により行うこと。 

ア 排出口から大気中に排出される排出ガス量が毎時４万立方メートル以

上の排煙発生施設（ウ及びエに掲げるものを除く。）のうち、別表第５

の１に掲げる施設にあっては排出口から大気中に排出されるばいじんの

量を同表の１に定める方法により、同表の２に掲げる施設にあっては排

出口から大気中に排出されるばいじんの量を同表の２に定める方法によ

り、同表の３に掲げる施設にあっては排出口から大気中に排出されるば

いじんの濃度を同表の３に定める方法により２箇月に１回以上測定する

こと。 

ア 排出口から大気中に排出される排出ガス量が毎時４万立方メートル以

上の排煙発生施設のうち、別表第５の１に掲げる施設にあっては排出口

から大気中に排出されるばいじんの量を同表の１に定める方法により、

同表の２に掲げる施設にあっては排出口から大気中に排出されるばいじ

んの量を同表の２に定める方法により、同表の３に掲げる施設にあって

は排出口から大気中に排出されるばいじんの濃度を同表の３に定める方

法により２箇月に１回以上（同表の１に掲げるボイラーのうちガスを専

焼させるもの並びに同表の３の表51の項、53の項、54の項に掲げるガス

発生炉のうち燃料電池用改質器及び65の項にあっては、５年に１回以

上）測定すること。 

イ 排出口から大気中に排出される排出ガス量が毎時４万立方メートル未

満の排煙発生施設（ウ及びエに掲げるもの、平成２年４月１日前に設置

された小型ボイラーのうちガスを専焼させるもの、軽質液体燃料を専焼

させるもの並びにガスと軽質液体燃料を混焼させるものを除く。）のう

ち、別表第５の１に掲げる施設にあっては排出口から大気中に排出され

イ 排出口から大気中に排出される排出ガス量が毎時４万立方メートル未

満の排煙発生施設（平成２年４月１日前に設置された小型ボイラーのう

ちガスを専焼させるもの、軽質液体燃料を専焼させるもの及びガスと軽

質液体燃料を混焼させるものを除く。）のうち、別表第５の１に掲げる

施設にあっては排出口から大気中に排出されるばいじんの量を同表の１
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るばいじんの量を同表の１に定める方法により、同表の２に掲げる施設

にあっては排出口から大気中に排出されるばいじんの量を同表の２に定

める方法により、同表の３に掲げる施設にあっては排出口から大気中に

排出されるばいじんの濃度を同表の３に定める方法により年２回以上

（１年につき継続して休止する期間が６月以上の排煙発生施設にあって

は年１回以上）測定すること。 

に定める方法により、同表の２に掲げる施設にあっては排出口から大気

中に排出されるばいじんの量を同表の２に定める方法により、同表の３

に掲げる施設にあっては排出口から大気中に排出されるばいじんの濃度

を同表の３に定める方法により年２回以上（１年につき継続して休止す

る期間が６月以上の排煙発生施設にあっては年１回以上、同表の１に掲

げるボイラーのうちガスを専焼させるもの並びに同表の３の表51の項、

53の項、54の項に掲げるガス発生炉のうち燃料電池用改質器及び65の項

にあっては、５年に１回以上）測定すること。 

ウ 別表第５の１に掲げるボイラーのうちガスを専焼させるものにあって

は、排出口から大気中に排出されるばいじんの量を同表の１に定める方

法により５年に１回以上測定すること。 

（新規） 

エ 別表第５の３の表51の項、53の項及び54の項に掲げる施設のうち水蒸

気改質方式の改質器であって、水素の製造能力が毎時1,000立方メート

ル未満の施設（気体状の燃料及び原料のみを使用するものに限る。）並

びに燃料電池用改質器並びに同表65の項に掲げる施設にあっては、排出

口から大気中に排出されるばいじんの濃度を別表第５の３に定める方法

により５年に１回以上測定すること。 

（新規） 

(６) （略） (６) （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

（施設の構造基準） （施設の構造基準） 

第35条 条例第29条第２項に規定する規則で定める構造は、次に掲げる構造と

する。 

第35条 条例第29条第２項に規定する規則で定める構造は、次に掲げる構造と

する。 

(１) 床面が地下浸透禁止物質の地下浸透を適切に防止できるコンクリー

ト、タイル等の不透水性材質でありその表面に地下浸透禁止物質若しくは

地下浸透禁止物質を含む水その他の液体の種類若しくは性状により必要に

応じて耐薬品性及び不浸透性のある材質で被覆がなされていること又は条

例第29条第１項の作業に係る施設の下に地下浸透を防止することができる

材質の受皿を設置する等の地下浸透禁止物質の浸透を防止する措置がとら

れていること。 

(１) 床面は、地下浸透禁止物質の地下浸透を適切に防止できるコンクリー

ト、タイル等の不透水性材質とし、その表面は耐性のある材質で被覆がな

されていること。 

(２) （略） (２) （略） 

(削除)  (３) 有機塩素系溶剤を製造し、使用し、処理し、又は保管する作業に係る

施設である場合であって、床面の材質にひび割れ等が心配される場合にあ

っては有機塩素系溶剤に耐浸透性をもつフラン樹脂、弗
ふっ

素樹脂、エポキシ
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アクリレート樹脂その他の合成樹脂で必要な床面の被覆がなされているこ

と又は当該作業に係る施設の下にステンレス鋼の受け皿を設置することそ

の他の地下浸透禁止物質を含む水又はその他の液体の浸透を防止するため

に必要な措置がとられていること。 

  

（炭化水素系物質の発散の防止の設備） （炭化水素系物質の発散の防止の設備） 

第42条 条例第50条第１項に規定する規則で定める車両は、揮発油を運搬する

タンクローリーのうち別表第１の68の項に掲げる給油施設（蒸気返還方式接

続設備以外の設備を設けることにより別表第４の１の基準に適合するものを

除く。）において揮発油を注入する作業を行うタンクローリーとする。 

第42条 条例第50条第１項に規定する規則で定める車両は、揮発油を運搬する

タンクローリーのうち別表第１の68の項に掲げる給油施設において揮発油を

注入する作業を行うタンクローリーとする。 

２ （略） ２ （略） 

  

（汚染された土地） （汚染された土地） 

第48条の５ 条例第58条第２項に規定する規則で定める土地（以下「汚染され

た土地」という。）は、次に掲げるいずれかの調査の結果、特定有害物質又

はダイオキシン類による汚染状態が前条に規定する基準に適合していないと

認められた土壌が存在する土地とする。 

第48条の５ 前条に規定する土地（以下「汚染された土地」という。）は、次

に掲げるいずれかの調査の結果、特定有害物質又はダイオキシン類による汚

染状態が前条に規定する基準に適合していないと認められた土壌が存在する

土地とする。 

(１)～（３） （略）  (１)～（３） （略）  

  

（生活環境を保全するために必要な措置） （生活環境を保全するために必要な措置） 

第48条の７ 条例第58条の３第１項第４号に規定する規則で定める埋立て

等は、次に掲げる埋立て等とする。 

第48条の７ 条例第58条の３第１項第４号に規定する規則で定める埋立て

等は、次に掲げる埋立て等とする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 汚染土壌の処理のため指定事業所（条例別表の51の２の項に掲げ

る作業を行う指定施設を設置するものに限る。）において行う汚染土

壌の一時的な堆積 

(２) 汚染土壌の処理のため指定事業所（条例別表第１の51の２の項に

掲げる作業を行う指定施設を設置するものに限る。）において行う汚

染土壌の一時的な堆積 

(３)～(５) （略） (３)～(５) （略） 

  

（届出を要しない土地の形質の変更） （新規） 

第51条の２ 条例第60条第１項第４号に規定する規則で定める土地の形質の変

更は、次のいずれにも該当する変更とする。 

 

(１) 掘削した土壌を当該土壌の掘削を行った土地を含む特定有害物質使用

地から搬出しないこと。 
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(２) 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更ではないこと。  

(３) 土地の形質の変更に係る部分の深さが50センチメートル未満であるこ

と。 

 

（公害が生ずるおそれがないことが明らかな土地の形質の変更） （公害が生ずるおそれがないことが明らかな土地の形質の変更） 

第51条の３ 条例第60条第２項の規則で定める土地の形質の変更は、次に掲げ

る変更とする。 

第51条の２ 条例第60条第２項の規則で定める土地の形質の変更は、次に掲げ

る変更とする。 

(１) 汚染土壌が存在するおそれがないと認められる土地（特定有害物質に

よる土壌汚染のおそれの区分の分類として条例第58条の６の規定による指

針に定めるものをいう。）における土地の形質の変更 

(１) 土壌の掘削を伴わない土地の形質の変更 

(２) 前号に掲げる土地以外の土地における土壌の掘削を伴う土地の形質の

変更であって、次のいずれにも該当するもの 

(２) 土壌の掘削を伴う土地の形質の変更であって、次のいずれにも該当す

るもの 

ア～エ （略） ア～エ （略） 

  

（周知計画の作成） （周知計画の作成） 

第55条の３ 条例第60条の２第１項に規定する規則で定める者は、条例第60条

第４項の規定により特定有害物質使用地公害防止計画書を作成した事業者及

び土壌汚染対策法第６条第１項又は第11条第１項の規定により指定された区

域内において土地の区画形質を変更する事業者（同法第12条第１項第１号に

規定する土地の形質の変更を行うものを除く。）とする。 

第55条の３ 条例第60条の２第１項に規定する規則で定める者は、条例第60条

第４項の規定により特定有害物質使用地公害防止計画書を作成した事業者及

び土壌汚染対策法第６条第１項又は第11条第１項の規定により指定された区

域内において土地の区画形質を変更する事業者とする。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（ダイオキシン類管理対象事業所等への準用） （ダイオキシン類管理対象事業所等への準用） 

第56条の３ 第50条第１項から第３項までの規定は条例第63条の２第２項にお

いて準用する条例第59条第３項本文の規定による調査、規則で定める事項及

び報告について、第50条第４項及び第５項の規定は条例第63条の２第２項に

おいて準用する条例第59条第４項の規定による規則で定める事項及び公表に

ついて、第51条の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条第１項

の規定による規則で定める事項及び届出について、第51条の２の規定は条例

第63条の３において準用する条例第60条第１項第４号の規定による規則で定

める土地の形質の変更について、第51条の３（第２号アを除く。）の規定は

条例第63条の３において準用する条例第60条第２項の規定による規則で定め

るものについて、第52条の規定は条例第63条の３において準用する条例第60

条第２項の規定による調査及び報告について、第53条の規定は条例第63条の

第56条の３ 第50条第１項から第３項までの規定は条例第63条の２第２項にお

いて準用する条例第59条第３項本文の規定による調査、規則で定める事項及

び報告について、第50条第４項及び第５項の規定は条例第63条の２第２項に

おいて準用する条例第59条第４項の規定による規則で定める事項及び公表に

ついて、第51条の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条第１項

の規定による規則で定める事項及び届出について、第51条の２（第２号アを

除く。）の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条第２項の規定

による規則で定めるものについて、第52条の規定は条例第63条の３において

準用する条例第60条第２項の規定による調査及び報告について、第53条の規

定は条例第63条の３において準用する条例第60条第３項の規定による規則で

定める事項及び公表について、第54条の規定は条例第63条の３において準用
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３において準用する条例第60条第３項の規定による規則で定める事項及び公

表について、第54条の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条第

４項の規定による計画について、第55条の規定は条例第63条の３において準

用する条例第60条第５項の規定による報告について、第55条の２の規定は条

例第63条の３において準用する条例第60条第６項の規定による届出につい

て、第55条の３第１項及び第２項の規定は条例第63条の３において準用する

条例第60条の２第１項の規定による規則で定める者及び土地の区画形質の変

更の周知計画について、第55条の３第３項の規定は条例第63条の３において

準用する条例第60条の２第２項の規定による計画について、第55条の３第４

項の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条の２第３項の規定に

よる報告について、第55条の４第２項の規定は条例第63条の３において準用

する条例第62条の２の規定による報告について、第56条の規定は条例第63条

の３において準用する条例第63条の規定による規則で定める場合について、

それぞれ準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

する条例第60条第４項の規定による計画について、第55条の規定は条例第63

条の３において準用する条例第60条第５項の規定による報告について、第55

条の２の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条第６項の規定に

よる届出について、第55条の３第１項及び第２項の規定は条例第63条の３に

おいて準用する条例第60条の２第１項の規定による規則で定める者及び土地

の区画形質の変更の周知計画について、第55条の３第３項の規定は条例第63

条の３において準用する条例第60条の２第２項の規定による計画について、

第55条の３第４項の規定は条例第63条の３において準用する条例第60条の２

第３項の規定による報告について、第55条の４第２項の規定は条例第63条の

３において準用する条例第62条の２の規定による報告について、第56条の規

定は条例第63条の３において準用する条例第63条の規定による規則で定める

場合について、それぞれ準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

（略）   

第51条第１項第５号 第59条第１項 第63条の２第１項 

同条第３項 同条第２項において準

用する条例第59条第３

項 

第51条の２ 次の 土壌汚染が存在するお

それが比較的少ないと

認められる土地（ダイ

オキシン類による土壌

汚染のおそれの区分の

分類として条例第58条

の６の規定による指針

に定めるものをい

う。）において行う次

の 

第51条の３第１号 汚染土壌が存在するお

それがないと認められ

る土地（特定有害物質

土壌汚染が存在するお

それが比較的少ないと

認められる土地（ダイ

（略）   

第51条第１項第５号 第59条第１項 第63条の２第１項 

同条第３項 同条第２項において準

用する条例第59条第３

項 

（新規）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規）   
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による オキシン類による 

（略）   

第55条の３第１項 特定有害物質使用地公

害防止計画書を作成し

た事業者及び土壌汚染

対策法第６条第１項又

は第11条第１項の規定

により指定された区域

内において土地の区画

形質を変更する事業者

（同法第12条第１項第

１号に規定する土地の

形質の変更を行う者を

除く。） 

ダイオキシン類管理対

象地に係る公害防止計

画を作成した事業者 

 

 

（略）   

第55条の３第１項 特定有害物質使用地公

害防止計画書を作成し

た事業者及び土壌汚染

対策法第６条第１項又

は第11条第１項の規定

により指定された区域

内において土地の区画

形質を変更する事業者 

ダイオキシン類管理対

象地に係る公害防止計

画を作成した事業者 

 

  

（地下水採取に係る変更許可） （地下水採取に係る変更許可申請書） 

第70条 （略） 第70条 （略） 

２ 条例第78条第１項ただし書に規定する規則で定める変更は、次に掲げる変

更とする。 

（新規） 

(１) 既に許可を受けた揚水施設の数を減らす変更  

(２) 地下水の採取予定量を減らす変更（揚水施設の構造に変更を加える場

合にあっては、揚水機の吐出口の断面積の合計を小さくする変更又は揚水

機の原動機の定格出力を下げる変更に限る。） 

 

(３) 条例第76条第１項各号のいずれかに該当する用途又は目的への変更  

  

（環境仕様書の備置きを要する自動車） （環境仕様書の備置きを要する自動車） 

第79条 条例第88条第２項に規定する規則で定める自動車は、道路運送車両法

施行規則（昭和26年運輸省令第74号）第２条に規定する普通自動車、小型自

動車（二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）を除く。）及び軽自動車

（二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）を除く。）のうち中古自動車

（自動車業における表示に関する公正競争規約（昭和52年公正取引委員会告

示第６号）第２条第３項本文に規定する自動車をいう。）を除くものとす

る。 

第79条 条例第88条第２項に規定する規則で定める自動車は、道路運送車両法

施行規則第２条に規定する普通自動車、小型自動車（二輪自動車（側車付二

輪自動車を含む。）を除く。）及び軽自動車（二輪自動車（側車付二輪自動

車を含む。）を除く。）のうち中古自動車（自動車業における表示に関する

公正競争規約（昭和52年公正取引委員会告示第６号）第２条第３項本文に規

定する自動車をいう。）を除くものとする。 



13/49  

新 旧 

  

（特定自動車から排出される粒子状物質の排出基準） （特定自動車から排出される粒子状物質の量の特例） 

第87条の２ 条例第96条の３の規則で定める排出基準は、別表第14の左欄に掲

げる特定自動車の種別の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる測定方法

により測定された同表の右欄に掲げる量とする。 

第87条の２ 条例別表第３の道路運送車両法第41条に規定する粒子状物質の技

術基準に定められた平均値に相当するものとして規則で定める値は、別表第

15の左欄に掲げる特定自動車の種別に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる測

定の方法により測定された同表の右欄に掲げる値とする。 

２ 条例第96条の４に規定する特定自動車から排出される粒子状物質の量は、

別表第15の１の表の左欄に掲げる特定自動車の種別の区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に掲げる量を維持しているものとみなす。ただし、当該特定自動

車について、別表第14の中欄に掲げる測定方法により測定された値が別にあ

るときは、この限りでない。 

２ 条例別表第３の道路運送車両法第41条の規定により初めて定められた粒子

状物質の技術基準に相当するものとして規則で定める値は、別表第16の左欄

に掲げる特定自動車の種別に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる測定の方法

により測定された同表の右欄に掲げる値とする。 

  

第５節 自動車の燃料に関する規制     （新規） 

（自動車の燃料に関する規制） （新規） 

第87条の４ 条例第96条の９に規定する自動車から排出される粒子状物質の量

を増大させる燃料として規則で定めるものは、別表第16に掲げるものとす

る。 

 

 

  

別表第１（第３条、第５条、第６条、第11条、第32条、第42条、第48条の７、第

88条関係） 

別表第１（第３条、第５条、第６条、第11条、第32条、第42条、第48条の７、第

88条関係） 

条例別表の作業 作業の内容 施設 

１～50 (略)   

51 資源の再生又

は廃棄物の処理

の作業 

(１) （略）  

(２) 廃棄物の処理の

作業のうち右欄の

(１)から(16)まで及

び(20)から(24)まで

に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(３) （略）  

(略) 

51の２～57 (略)   

58 写真の現像又 写真の現像又は図面等 (１)  (略) 

条例別表第１の作業 作業の内容 施設 

１～50 (略)   

51 資源の再生又

は廃棄物の処理

の作業 

(１) （略）  

(２) 廃棄物の処理の

作業のうち右欄の

(１)から(16)まで及

び(20)に掲げる施設

のいずれかを用いる

作業 

(３) （略）  

(略) 

51の２～57 (略)   

58 写真の現像又 写真の現像又は図面等 (１)  (略) 
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は図面等の複

写の作業 

の複写の作業のうち右

欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

（削除） 

 

 

59～66 (略)   

67 金属その他の

物の研磨の作

業 

金属その他の物の研磨

の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを

用いる作業 

(１) バフ研磨施設（原

動機の定格出力が2.2

キロワットを超えるも

の（密閉式のものを除

く。）に限る。） 

(２)～(５)  (略) 

68・69 (略)   
 

は図面等の複写

の作業 

の複写の作業のうち右

欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(２) ガス現像式ジアゾ

複写機（規格Ａ０版以

上のものに限る。） 

59～66 (略)   

67 金属その他の

物の研磨の作業 

金属その他の物の研磨

の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを

用いる作業 

(１) バフ研磨施設（原

動機の定格出力の合計

が2.2キロワットを超

えるもの（密閉式のも

のを除く。）に限る。） 

(２)～(５)  (略) 

68・69 (略)   
 

備考 １ 重油以外の燃料の重油の量への換算は、次の表により算定す

る。 

種類 重油10リットルに相当する量 

（略）  

ガス燃料 

（削除） 

16Ｎm3 

（削除） 

（略）  

２～４（略） 

備考 １ 重油以外の燃料の重油の量への換算は、次の表により算定す

る。 

種類 重油10リットルに相当する量 

（略）  

ガス燃料 

（液化石油ガス） 

16Ｎm3 

（16㎏） 

（略）  

２～４（略） 

  

別表第１の４（第26条の２関係） 別表第１の４（第27条の２関係） 

優良環境管理事業所の認定の基準 環境配慮推進事業所の登録の要件 

第26条の２の基準は、次のいずれかに適合するものとする。 環境配慮推進事業所の登録の要件は、次のいずれかに適合するものとする。 

１ 認定を申請する年度前の３年間において、次に掲げる全ての要件を満たす

こと。 

１ 登録を申請する年度前の３年間において、次に掲げる全ての要件を満たす

こと。 

(１) 環境への負荷の低減に関する要件  (１) 環境への負荷の低減に関する要件 

  次の表の中欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる内容を

実施している場合を１点として、点数の合計が全ての項目（事業内容、事

業所の形態等から判断して該当しないと認められる項目を除く。）の数に

１点を乗じて得た点数の３割以上であること。 

次の表の中欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる内容を

実施している場合を１点として、点数の合計が全ての項目（事業内容、事

業所の形態等から判断して該当しないと認められる項目を除く。）の数に

１点を乗じて得た点数の３割以上であること。 
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分  類 項  目 内   容 

(略)   

エネルギーの有効

活用 

(略) (略) 

再生可能エネルギー

等の活用 

太陽光発電等の再生可能エネ

ルギー等を活用しているこ

と。 

(略)   

公共用水域の汚濁

負荷の低減等 

定期的な排水の測定

及び記録の保管 

公共用水域に排出される排

水の規制基準が設けられて

いる項目について、定期的

に排水の汚濁状態を測定

し、その結果を記録してい

ること。 

プラスチックの流出

防止 

樹脂ペレットが環境中に漏出

することのないようにしてい

ること。 

(略)   

遺伝子組換え作業

に伴う環境負荷の

低減 

排煙、排水等の適正処

理及び施設の維持管

理 

作業に伴い発生する排煙、排

水等について適正に処理する

とともに、処理施設の定期的

な保守管理を行っているこ

と。 
 

分  類 項  目 内   容 

(略)   

エネルギーの有効

活用 

(略) (略) 

新エネルギー等の活

用 

太陽光発電等の新エネルギー

等を活用していること。 

 

(略)   

公共用水域の汚濁

負荷の防止 

定期的な排水の測定

及び記録の保管 

公共用水域に排出される排

水の規制基準が設けられて

いる項目について、定期的

に排水の汚濁状態を測定

し、その結果を記録してい

ること。 

(新規) (新規) 

 

 

(略)   

(新規)   

 

 

 
 

(２) 化学物質の適正な管理に関する要件 (２) 化学物質の適正な管理に関する要件 

  次の表の左欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる内容の

うち、第１段階の内容を実施している場合は１点、第１段階及び第２段階

の内容を実施している場合は２点、第１段階から第３段階までの内容を実

施している場合は３点として、点数の合計が全ての項目（事業内容、事業

所の形態等から判断して該当しないと認められる項目を除く。）の数に３

点を乗じて得た点数の６割以上であること。 

次の表の左欄に掲げる項目ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる内容の

うち、第１段階の内容を実施している場合は１点、第１段階及び第２段階

の内容を実施している場合は２点、第１段階から第３段階までの内容を実

施している場合は３点として、点数の合計が全ての項目（事業内容、事業

所の形態等から判断して該当しないと認められる項目を除く。）の数に３

点を乗じて得た点数の６割以上であること。 

   

項 目 内   容 

   

項 目 内   容 
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第１段階 第２段階 第３段階 

(略)    

未然防止対

策 

災害の想定及び環

境リスクの把握等 

施設及び設備等の

整備 

事故に備えた体制

の整備等 

想定震度等の災

害に係る情報を

整理し、化学物

質の漏えい等の

危険度が高い施

設を特定し、及

び配慮すべき地

域又は施設を確

認することによ

り、化学物質の

漏えい等による

環境リスクを把

握しているこ

と。 

環境汚染を未然

に防止するた

め、災害及び事

故の発生に備え

た施設及び設備

の配置等に努め

るとともに、化

学物質の漏えい

等を防止するた

めの予防措置を

講じているこ

と。 

環境汚染を未然

防止するための

作業規準並びに

災害及び事故へ

の対応に係るマ

ニュアルを作成

し、当該対応の

ための対策を講

ずるとともに、

定期的に訓練を

実施しているこ

と。 

(略)    
 

第１段階 第２段階 第３段階 

(略)    

未然防止対

策 

施設及び設備等の

整備 

事故防止体制の整

備 
訓練の実施 

環境汚染を未然

に防止するた

め、災害及び事

故の発生の防止

に十分配慮し、

公害を防止する

ための設備等を

設置しているこ

と。 

 

 

 

 

 

災害及び事故に

伴う化学物質に

よる環境汚染を

未然に防止する

ための作業規準

を作成し、施設

の保守及び点

検、巡視等を実

施しているこ

と。 

定期的に災害及

び事故に対応す

るための訓練を

実施しているこ

と。 

(略)    
 

(３) （略）  (３) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

別表第４（第30条、第32条、第40条の４関係） 別表第４（第30条、第32条、第40条の４関係） 

排煙の規制基準（炭化水素系物質） 排煙の規制基準（炭化水素系物質） 

事業所において発生する炭化水素系物質に係る規制基準は、次に定めるとお

りとする。 

事業所において発生する炭化水素系物質に係る規制基準は、次に定めるとお

りとする。 

１ 別表第１の68の項に掲げる貯蔵施設、出荷施設及び給油施設に係る基準 １ 別表第１の68の項に掲げる貯蔵施設、出荷施設及び給油施設に係る基準 

施  設 施設に備えるべき設備の基準 

貯蔵施設 (略) 

出荷施設 (略) 

給油施設 
通気管において蒸気返還方式接続設備を設けること、凝縮

式処理設備若しくは吸着式処理設備を設けること又はこれ

施  設 施設に備えるべき設備の基準 

貯蔵施設 (略) 

出荷施設 (略) 

給油施設 通気管において蒸気返還方式接続設備を設けること。 
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らと同等以上の効果を有する設備を設けること。 
 

備考 出荷施設から排出する炭化水素系物質の濃度及び除去率の測定は、水

素炎イオン化検出器付ガスクロマトグラフ法その他適切な方法によるこ

と。 

備考 出荷施設から排出する炭化水素系物質の濃度及び除去率の測定は、水

素炎イオン化検出器付ガスクロマトグラフ法によること。 

２ 別表第１の68の項に掲げる貯蔵施設、出荷施設及び給油施設以外の指定施

設並びに法許可汚染土壌処理施設（汚染土壌処理業に関する省令第１条第３

号に規定する埋立処理施設及び同条第５号に規定する自然由来等土壌利用施

設を除く。）に係る基準 

２ 別表第１の68の項に掲げる貯蔵施設、出荷施設及び給油施設以外の指定施

設並びに法許可汚染土壌処理施設（汚染土壌処理業に関する省令第１条第３

号に規定する埋立処理施設及び同条第５号に規定する自然由来等土壌利用施

設を除く。）に係る基準 

(１) 濃度 (１) 濃度 

(略)  
 

(略)  
 

備考 １ （略） 備考 １ （略） 

２ 炭化水素系特定物質の濃度の測定の方法は、次に掲げる物質の

区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところによる。 

２ 炭化水素系特定物質の濃度の測定の方法は、次に掲げる物質の

区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところによる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) トルエン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガスクロ

マトグラフ法、規格Ｋ0095に定める方法その他適切な方法によ

り試料を採取し、規格Ｋ0114又は規格Ｋ0123に定める方法によ

り測定する方法 

(２) トルエン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガスクロ

マトグラフ法 

(３) キシレン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガスクロ

マトグラフ法、規格Ｋ0095に定める方法その他適切な方法によ

り試料を採取し、規格Ｋ0114又は規格Ｋ0123に定める方法によ

り測定する方法 

(３) キシレン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガスクロ

マトグラフ法 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

(６) ジクロロメタン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガ

スクロマトグラフ法、規格Ｋ0095に定める方法その他適切な方

法により試料を採取し、規格Ｋ0114又は規格Ｋ0123に定める方

法により測定する方法 

(６) ジクロロメタン 知事が定める水素炎イオン化検出器付ガ

スクロマトグラフ法 

(７)・(８) （略） (７)・(８) （略） 

(２) （略） (２) （略） 

別表第５（第30条、第32条、第41条関係） 別表第５（第30条、第32条、第41条関係） 

排煙の規制基準（ばいじん） 排煙の規制基準（ばいじん） 

事業所において排出するばいじんの量及び濃度の許容限度並びに廃棄物焼却 事業所において排出するばいじんの量及び濃度の許容限度並びに廃棄物焼却
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炉及び排出ガス処理施設の設備基準は、次に定めるとおりとする。 炉及び排出ガス処理施設の設備基準は、次に定めるとおりとする。 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ ボイラー（固体燃料を燃焼させるものを除く。）及び廃棄物焼却炉以外の

施設に係る濃度規制基準 

３ ボイラー（固体燃料を燃焼させるものを除く。）及び廃棄物焼却炉以外の

施設に係る濃度規制基準 

  

番号 施 設 の 種 類 施設の規模 

排出することができるば

いじんの濃度 

（単位 ｇ／Ｎｍ３） 

一般甲 一般乙 特別 

１ 

条例別表の１の項に掲

げる作業に係る加熱炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

２ 

条例別表の１の項に掲

げる作業に係る流動接

触分解施設に係る触媒

再生塔 

 (略) (略) (略) 

３ 

条例別表の１の項に掲

げる作業に係る硫黄回

収施設に係る燃焼炉 

 

 (略) (略) (略) 

４ 

条例別表の２の項に掲

げる作業に係る加熱炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

５ 

条例別表の14の項に掲

げる作業に係る加熱炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

６ 

条例別表の14の項に掲

げる作業に係る直火炉 

 

 (略) (略) (略) 

７ 

条例別表の16の項に掲

げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

８ 条例別表の17の項に掲 (略) (略) (略) (略) 

  

番号 施 設 の 種 類 施設の規模 

排出することができるば

いじんの濃度 

（単位 ｇ／Ｎｍ３） 

一般甲 一般乙 特別 

１ 

条例別表第１の１の項

に掲げる作業に係る加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

２ 

条例別表第１の１の項

に掲げる作業に係る流

動接触分解施設に係る

触媒再生塔 

 (略) (略) (略) 

３ 

条例別表第１の１の項

に掲げる作業に係る硫

黄回収施設に係る燃焼

炉 

 (略) (略) (略) 

４ 

条例別表第１の２の項

に掲げる作業に係る加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

５ 

条例別表第１の14の項

に掲げる作業に係る加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

６ 

条例別表第１の14の項

に掲げる作業に係る直

火炉 

 (略) (略) (略) 

７ 

条例別表第１の16の項

に掲げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

８ 条例別表第１の17の項 (略) (略) (略) (略) 
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げる作業に係る溶解炉

（鉛系顔料の製造の用

に供するものに限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

９ 

条例別表の17の項に掲

げる作業に係る溶解炉

（８の項に掲げるもの

を除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

10 

条例別表の17の項に掲

げる作業に係る反応炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

11 

条例別表の18の項に掲

げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

12 

条例別表の19の項に掲

げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

13 

条例別表の19の項に掲

げる作業に係る煆
か

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

14 

条例別表の19の項に掲

げる作業に係る直火炉

及び反応炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

15 

条例別表の20の項に掲

げる作業に係るコーク

ス炉 

 (略) (略) (略) 

16 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る溶鉱炉

（高炉に限る。） 

 (略) (略) (略) 

17 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る溶鉱炉

（16の項に掲げるもの

を除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

に掲げる作業に係る溶

解炉（鉛系顔料の製造

の用に供するものに限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

９ 

条例別表第１の17の項

に掲げる作業に係る溶

解炉（８の項に掲げる

ものを除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

10 

条例別表第１の17の項

に掲げる作業に係る反

応炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

11 

条例別表第１の18の項

に掲げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

12 

条例別表第１の19の項

に掲げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

13 

条例別表第１の19の項

に掲げる作業に係る煆
か

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

14 

条例別表第１の19の項

に掲げる作業に係る直

火炉及び反応炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

15 

条例別表第１の20の項

に掲げる作業に係るコ

ークス炉 

 (略) (略) (略) 

16 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る溶

鉱炉（高炉に限る。） 

 (略) (略) (略) 

17 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る溶

鉱炉（16の項に掲げる

ものを除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 
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18 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る転炉 

 

 (略) (略) (略) 

19 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る平炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

20 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る焼結炉 

 

 (略) (略) (略) 

21 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

22 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る金属加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

23 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

24 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る製鋼用

電気炉（珪
けい

素の含有率

が40パーセント以上の

合金鉄の製造の用に供

するものに限る。） 

 

 (略) (略) (略) 

25 

条例別表の22の項に掲

げる作業に係る製鋼用

電気炉（珪
けい

素の含有率

が40パーセント未満の

合金鉄の製造の用に供

するものに限る。） 

 

 (略) (略) (略) 

26 条例別表の22の項に掲  (略) (略) (略) 

18 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る転

炉 

 (略) (略) (略) 

19 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る平

炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

20 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る焼

結炉 

 (略) (略) (略) 

21 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

22 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る金

属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

23 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る焙
ばい

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

24 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る製

鋼用電気炉（珪
けい

素の含

有率が40パーセント以

上の合金鉄の製造の用

に供するものに限

る。） 

 (略) (略) (略) 

25 

条例別表第１の22の項

に掲げる作業に係る製

鋼用電気炉（珪
けい

素の含

有率が40パーセント未

満の合金鉄の製造の用

に供するものに限

る。） 

 (略) (略) (略) 

26 条例別表第１の22の項  (略) (略) (略) 
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げる作業に係る製鋼用

電気炉（24の項及び25

の項に掲げるものを除

く。） 

27 

条例別表の23の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

28 

条例別表の23の項に掲

げる作業に係る金属加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

29 

条例別表の23の項に掲

げる作業に係る煆
か

焼炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

30 

条例別表の23の項に掲

げる作業に係る反応炉

及び直火炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

31 

条例別表の23の項に掲

げる作業に係る焼結炉 

 

 (略) (略) (略) 

32 

条例別表の24の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

33 

条例別表の24の項に掲

げる作業に係る金属加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

34 

条例別表の25の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉（鉛蓄電池の製造

の用に供するものに限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

35 

条例別表の25の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉（34の項に掲げる

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

に掲げる作業に係る製

鋼用電気炉（24の項及

び25の項に掲げるもの

を除く。） 

27 

条例別表第１の23の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

28 

条例別表第１の23の項

に掲げる作業に係る金

属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

29 

条例別表第１の23の項

に掲げる作業に係る煆
か

焼炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

30 

条例別表第１の23の項

に掲げる作業に係る反

応炉及び直火炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

31 

条例別表第１の23の項

に掲げる作業に係る焼

結炉 

 (略) (略) (略) 

32 

条例別表第１の24の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

33 

条例別表第１の24の項

に掲げる作業に係る金

属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

34 

条例別表第１の25の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉（鉛蓄電池の

製造の用に供するもの

に限る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

35 

条例別表第１の25の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉（34の項に掲

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 
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ものを除く。） 

36 

条例別表の25の項に掲

げる作業に係る金属加

熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

37 

条例別表の26の項から

28の項までに掲げる作

業に係る金属溶解炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

38 

条例別表の26の項から

28の項までに掲げる作

業に係る金属加熱炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

39 

条例別表の29の項に掲

げる作業に係る焼成炉 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

40 

条例別表の29の項に掲

げる作業に係る骨材乾

燥炉 

 (略) (略) (略) 

41 

条例別表の30の項に掲

げる作業に係る焼成炉

（セメントの製造の用

に供するものに限

る。） 

 (略) (略) (略) 

42 

条例別表の31の項に掲

げる作業に係る溶融炉

（板ガラス又はガラス

繊維製品（ガラス繊維

を含む。）の製品の製

造の用に供するものに

限る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

43 

条例別表の31の項に掲

げる作業に係る溶融炉

（光学ガラス、電気ガ

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

げるものを除く。） 

36 

条例別表第１の25の項

に掲げる作業に係る金

属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

37 

条例別表第１の26の項

から28の項までに掲げ

る作業に係る金属溶解

炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

38 

条例別表第１の26の項

から28の項までに掲げ

る作業に係る金属加熱

炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

39 

条例別表第１の29の項

に掲げる作業に係る焼

成炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

40 

条例別表第１の29の項

に掲げる作業に係る骨

材乾燥炉 

 (略) (略) (略) 

41 

条例別表第１の30の項

に掲げる作業に係る焼

成炉（セメントの製造

の用に供するものに限

る。） 

 (略) (略) (略) 

42 

条例別表第１の31の項

に掲げる作業に係る溶

融炉（板ガラス又はガ

ラス繊維製品（ガラス

繊維を含む。）の製品

の製造の用に供するも

のに限る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

43 

条例別表第１の31の項

に掲げる作業に係る溶

融炉（光学ガラス、電

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 
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ラス又はフリットの製

造の用に供するものに

限る。） 

44 

条例別表の31の項に掲

げる作業に係る溶融炉

（42の項及び43の項に

掲げるものを除く。） 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

45 

条例別表の32の項及び

33の項に掲げる作業に

係る焼成炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

46 

条例別表の34の項に掲

げる作業に係る焼成炉

（耐火レンガ又は耐火

物原料の製造の用に供

するものに限る。） 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

47 

条例別表の34の項に掲

げる作業に係る焼成炉

（46の項に掲げるもの

を除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

48 

条例別表の40の項から

42の項まで及び44の項

に掲げる作業に係る直

火炉 

 (略) (略) (略) 

49 

条例別表の46の項に掲

げる作業に係る焙
ばい

せん

施設 

 (略) (略) (略) 

50 

条例別表の48の項に掲

げる作業に係る直火炉

及び焙
ばい

せん施設 

 (略) (略) (略) 

51 
条例別表の49の項に掲

げる作業に係るガスタ

 (略) (略) (略) 

気ガラス又はフリット

の製造の用に供するも

のに限る。） 

44 

条例別表第１の31の項

に掲げる作業に係る溶

融炉（42の項及び43の

項に掲げるものを除

く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

45 

条例別表第１の32の項

及び33の項に掲げる作

業に係る焼成炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

46 

条例別表第１の34の項

に掲げる作業に係る焼

成炉（耐火レンガ又は

耐火物原料の製造の用

に供するものに限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

47 

条例別表第１の34の項

に掲げる作業に係る焼

成炉（46の項に掲げる

ものを除く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

48 

条例別表第１の40の項

から42の項まで及び44

の項に掲げる作業に係

る直火炉 

 (略) (略) (略) 

49 

条例別表第１の46の項

に掲げる作業に係る焙
ばい

せん施設 

 (略) (略) (略) 

50 

条例別表第１の48の項

に掲げる作業に係る直

火炉及び焙
ばい

せん施設 

 (略) (略) (略) 

51 
条例別表第１の49の項

に掲げる作業に係るガ

 (略) (略) (略) 
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ービン 

52 

条例別表の49の項に掲

げる作業に係るディー

ゼルエンジン 

 (略) (略) (略) 

53 

条例別表の49の項に掲

げる作業に係るガスエ

ンジン 

 (略) (略) (略) 

54 

条例別表の50の項に掲

げる作業に係るガス発

生炉 

 (略) (略) (略) 

55 

条例別表の50の項に掲

げる作業に係る加熱炉 

 

 (略) (略) (略) 

56 

条例別表の50の項に掲

げる作業に係るコーク

ス炉 

 (略) (略) (略) 

57 

条例別表の51の項に掲

げる作業に係る金属回

収焼却炉（連続炉に限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

58 

条例別表の51の項に掲

げる作業に係る金属回

収焼却炉（57の項に掲

げるものを除く。） 

 

 (略) (略) (略) 

59 

条例別表の51の項に掲

げる作業に係る金属溶

解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

59の

２ 

条例別表の51の２の項

に掲げる作業に係る浄

化等処理施設 

 (略) (略) (略) 

60 
条例別表の54の項に掲

げる作業に係る廃ガス

 (略) (略) (略) 

スタービン 

52 

条例別表第１の49の項

に掲げる作業に係るデ

ィーゼルエンジン 

 (略) (略) (略) 

53 

条例別表第１の49の項

に掲げる作業に係るガ

スエンジン 

 (略) (略) (略) 

54 

条例別表第１の50の項

に掲げる作業に係るガ

ス発生炉 

 (略) (略) (略) 

55 

条例別表第１の50の項

に掲げる作業に係る加

熱炉 

 (略) (略) (略) 

56 

条例別表第１の50の項

に掲げる作業に係るコ

ークス炉 

 (略) (略) (略) 

57 

条例別表第１の51の項

に掲げる作業に係る金

属回収焼却炉（連続炉

に限る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

58 

条例別表第１の51の項

に掲げる作業に係る金

属回収焼却炉（57の項

に掲げるものを除

く。） 

 (略) (略) (略) 

59 

条例別表第１の51の項

に掲げる作業に係る金

属溶解炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

59の

２ 

条例別表第１の51の２

の項に掲げる作業に係

る浄化等処理施設 

 (略) (略) (略) 

60 
条例別表第１の54の項

に掲げる作業に係る廃

 (略) (略) (略) 



25/49  

新 旧 

燃焼施設 

61 

条例別表の55の項及び

59の項に掲げる作業に

係る金属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

62 

条例別表の61の項に掲

げる作業に係る発電用

ボイラー（石炭を燃焼

させるものに限る。） 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

63 

条例別表の61の項に掲

げる作業に係るボイラ

ー（石炭を燃焼させる

ものに限り、62の項に

掲げるものを除く。） 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

64 

条例別表の61の項に掲

げる作業に係るボイラ

ー（62及び63の項に掲

げるものを除く。） 

 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

65 

条例別表の61の項に掲

げる作業に係る冷暖房

施設（ガスを専焼させ

るものに限る。） 

 (略) (略) (略) 

66 

条例別表の61の項に掲

げる作業に係る冷暖房

施設（65の項に掲げる

ものを除く。） 

 (略) (略) (略) 

67 

条例別表の62の項に掲

げる作業に係る焼付け

炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

68 
条例別表の63の項に掲

げる作業に係る乾燥炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

ガス燃焼施設 

61 

条例別表第１の55の項

及び59の項に掲げる作

業に係る金属加熱炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

62 

条例別表第１の61の項

に掲げる作業に係る発

電用ボイラー（石炭を

燃焼させるものに限

る。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

63 

条例別表第１の61の項

に掲げる作業に係るボ

イラー（石炭を燃焼さ

せるものに限り、62の

項に掲げるものを除

く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

64 

条例別表第１の61の項

に掲げる作業に係るボ

イラー（62及び63の項

に掲げるものを除

く。） 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

65 

条例別表第１の61の項

に掲げる作業に係る冷

暖房施設（ガスを専焼

させるものに限る。） 

 (略) (略) (略) 

66 

条例別表第１の61の項

に掲げる作業に係る冷

暖房施設（65の項に掲

げるものを除く。） 

 (略) (略) (略) 

67 

条例別表第１の62の項

に掲げる作業に係る焼

付け炉 

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 

68 
条例別表第１の63の項

に掲げる作業に係る乾

(略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) 
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燥炉 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

  

別表第11（第38条、第46条関係） 別表第11（第38条、第46条関係） 

騒音の規制基準 騒音の規制基準 

事業所において発生する騒音の許容限度は、次に定めるとおりとする。 事業所において発生する騒音の許容限度は、次に定めるとおりとする。 

（単位 デシベル） 

時間 

 

 

 

地域 

午前８時から

午後６時まで 

午前６時から

午前８時まで

及び午後６時

から午後11時

まで 

午後11時から

午前６時まで 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

田園住居地域 

50 45 40 

（略）    

（略）    

（略）    

（略）    

（略）    
 

（単位 デシベル） 

時間 

 

 

 

地域 

午前８時から

午後６時まで 

午前６時から

午前８時まで

及び午後６時

から午後11時

まで 

午後11時から

午前６時まで 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

50 45 40 

（略）    

（略）    

（略）    

（略）    

（略）    
 

備考 １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種

中高層住居専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「田園住居地

域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地域」、「準住居地域」、「近隣商

業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業地域」及び「工業専用地

域」とは、都市計画法第８条第１項第１号に規定する第一種低層住居

専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第

二種中高層住居専用地域、田園住居地域、第一種住居地域、第二種住

居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地

域及び工業専用地域をいう。 

備考 １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第

一種中高層住居専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一

種住居地域」、「第二種住居地域」、「準住居地域」、「近隣商業地

域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業地域」及び「工業専用

地域」とは、都市計画法第８条第１項第１号に規定する第一種低層住

居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住

居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専

用地域をいう。 

   ２～９ （略）    ２～９ （略） 



27/49  

新 旧 

別表第12（第38条関係） 別表第12（第38条関係） 

振動の規制基準 振動の規制基準 

事業所において発生する振動の許容限度は、次に定めるとおりとする。 事業所において発生する振動の許容限度は、次に定めるとおりとする。 

（単位 デシベル） 

時間 

地域 

午前８時から午後７

時まで 

午後７時から午前８

時まで 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

田園住居地域 

60 55 

（略）   

（略）   

（略）   

（略）   

（略）   
 

（単位 デシベル） 

時間 

地域 

午前８時から午後７

時まで 

午後７時から午前８

時まで 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

60 55 

（略）   

（略）   

（略）   

（略）   

（略）   
 

備考 １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第一種

中高層住居専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「田園住居地

域」、「第一種住居地域」、「第二種住居地域」、「準住居地域」、「近隣商

業地域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業地域」及び「工業専用地

域」とは、都市計画法第８条第１項第１号に規定する第一種低層住居

専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第

二種中高層住居専用地域、田園住居地域、第一種住居地域、第二種住

居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地

域及び工業専用地域をいう。 

備考 １ 「第一種低層住居専用地域」、「第二種低層住居専用地域」、「第

一種中高層住居専用地域」、「第二種中高層住居専用地域」、「第一

種住居地域」、「第二種住居地域」、「準住居地域」、「近隣商業地

域」、「商業地域」、「準工業地域」、「工業地域」及び「工業専用

地域」とは、都市計画法第８条第１項第１号に規定する第一種低層住

居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住

居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専

用地域をいう。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 備考４の規定にかかわらず、複数の事業所が立地する一団の土地で

あって、当該一団の土地の境界線上の地点を振動の測定の地点とする

ことが当該一団の土地の利用状況から適当と知事が認めるときは、当

該一団の土地の境界線上の地点を振動の測定の地点とすることができ

る。 

（新規） 

６～10 （略） ５～９ （略） 
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別表第12の２（第48条の４関係） 別表第12の２（第48条の４関係） 

土壌の汚染状態の基準 土壌の汚染状態の基準 

土壌の汚染状態の基準は、次に定めるとおりとする。 土壌の汚染状態の基準は、次に定めるとおりとする。 

１ （略） １ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 土壌に含まれるダイオキシン類の量に関する基準 ３ 土壌に含まれるダイオキシン類の量に関する基準 

（略） （略） 

備考 土壌の測定の方法は、ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁

（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について

（平成11年環境庁告示第68号。以下「環境庁告示第68号」という。）別表

に定める方法による。 

備考 土壌の測定の方法は、ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁

（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について

（平成11年環境庁告示第68号）別表に定める方法による。 

  

別表第14（第87条の２関係） 別表第14 削除 

特定自動車の種別 測定方法 粒子状物質の量 

車両総重量が1,700

キログラム以下の

特定自動車 

10・15モー

ドによる測

定 

１キロメートル走行当たり0.08グ

ラム 

車両総重量が1,700

キログラムを超え

2,500キログラム以

下の特定自動車 

10・15モー

ドによる測

定 

１キロメートル走行当たり0.09グ

ラム 

車両総重量が2,500

キログラムを超え

る特定自動車 

ディーゼル

自動車用13

モードによ

る測定 

１キロワット時当たり0.25グラム 

備考 10・15モードによる測定とは自動車から排出される窒素酸化物及び粒子

状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法施行規則（平

成４年総理府令第53号）別表第１の備考２に規定する10・15モードによる

測定を、ディーゼル自動車用13モードによる測定とは同表の備考６に規定

するディーゼル自動車用13モードによる測定をいう（以下同じ。）。 

 

別表第15（第87条の２関係） 別表第15（第87条の２関係） 

１ 特定自動車から排出される粒子状物質の量 

特定自動車の種別 粒子状物質の量 

特定自動車の種別 測定方法 粒子状物質の値 

車 両 総 重 量 が 10・15モ 次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 
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道路運送車両法（昭和26年法律第

185号）第75条第１項の規定によ

る型式の指定を受けた特定自動

車（同法に基づき特定自動車の種

別に応じた粒子状物質の技術基

準が初めて施行された日前に同

項の規定による型式の指定を受

けたものを除く。）又は同法第75

条の２第１項の規定による型式

の指定を受けた特定共通構造部

（排気管から大気中に排出され

る排出物に含まれる粒子状物質

を減少させる装置を含むものに

限る。）若しくは同法第75条の３

第１項の規定による型式の指定

を受けた一酸化炭素等発散防止

装置を備えた特定自動車 

左欄の型式の指定の際判定された

粒子状物質の排出量 

上欄に掲げる特定自動車以外の

特定自動車であって、道路運送

車両法第59条第１項の規定によ

る新規検査又は同法第71条第１

項の規定による予備検査（以下

「新規検査等」という。）を受け

た特定自動車（同法に基づき特

定自動車の種別に応じた粒子状

物質の技術基準が初めて施行さ

れた日前に新規検査等を受けた

ものを除く。） 

当該特定自動車が道路運送車両法

第４条の規定による登録を受けた

日において当該特定自動車と同じ

種別の特定自動車について同法第

75条第１項の規定による型式の指

定を受けるときに適用される同法

第41条の規定による粒子状物質の

技術基準に定められた平均値（当

該平均値が定められていないもの

にあっては、当該平均値に相当す

るものとして２の表の左欄に掲げ

る特定自動車の種別の区分に応

じ、それぞれ同表の中欄に掲げる

測定方法により測定された同表の

右欄に掲げる値） 

道路運送車両法に基づき特定自

動車の種別に応じた粒子状物質

道路運送車両法第41条の規定によ

り初めて定められた粒子状物質の

1,700キログラム

以下の特定自動車 

ードによ

る測定 

１ 平成５年10月１日から平成９年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの １キロメートル走行

当たり0.2グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの １キロメートル走行

当たり0.08グラム 

車 両 総 重 量 が

1,700キログラム

を超えかつ2,500

キログラム以下の

特定自動車 

10・15モ

ードによ

る測定 

次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 

１ 平成５年10月１日から平成９年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの １キロメートル走行

当たり0.25グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの １キロメートル走行

当たり0.09グラム 

車 両 総 重 量 が

2,500キログラム

を超える特定自動

車 

ディーゼ

ル自動車

用13モー

ドによる

測定 

次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 

１ 平成６年10月１日から平成９年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの（車両総重量が3,500キ

ログラムを超えるものを除く。） １キロ

ワット時当たり0.7グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの（車両総重量が3,500キ

ログラムを超えるものを除く。） １キロ

ワット時当たり0.25グラム 

  ３ 平成６年10月１日から平成10年９月30

日までに道路運送車両法第４条に基づく

登録を受けたもの（車両総重量が3,500キ

ログラムを超えるものに限る。） １キロ

ワット時当たり0.7グラム 
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の技術基準が初めて施行された

日前に同法第75条第１項の規定

による型式の指定を受け、又は

新規検査等を受けた特定自動車 

技術基準に相当するものとして３

の表の左欄に掲げる特定自動車の

種別の区分に応じ、それぞれ同表

の中欄に掲げる測定方法により測

定された同表の右欄に掲げる値 
 

２ 粒子状物質の技術基準に定められた平均値に相当するもの 

特定自動車の種別 測定方法 粒子状物質の値 

車 両 総 重 量 が

1,700キログラム

以下の特定自動車 

10・15モ

ードによ

る測定 

次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 

１ 平成５年10月１日から平成９年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの １キロ

メートル走行当たり0.2グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの １キロ

メートル走行当たり0.08グラム 

車 両 総 重 量 が

1,700キログラム

を超えかつ2,500

キログラム以下の

特定自動車 

10・15モ

ードによ

る測定 

次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 

１ 平成５年10月１日から平成９年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの １キロ

メートル走行当たり0.25グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの １キロ

メートル走行当たり0.09グラム 

車 両 総 重 量 が

2,500キログラム

を超える特定自動

車 

ディーゼ

ル自動車

用13モー

ドによる

測定 

次の区分に応じ、当該区分に掲げる値 

１ 平成６年10月１日から平成９年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの（車両総

重量が3,500キログラムを超えるも

のを除く。） １キロワット時当た

り0.7グラム 

  ２ 平成９年10月１日から平成10年９
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月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの（車両総

重量が3,500キログラムを超えるも

のを除く。） １キロワット時当た

り0.25グラム 

  ３ 平成６年10月１日から平成10年９

月30日までに道路運送車両法第４条

に基づく登録を受けたもの（車両総

重量が3,500キログラムを超えるも

のに限る。） １キロワット時当た

り0.7グラム 
 

３ 粒子状物質の技術基準に相当するもの 

特定自動車の種別 測定方法 粒子状物質の値 

車 両 総 重 量 が

1,700キログラム

以下の特定自動車 

10・15モ

ードによ

る測定 

１キロメートル走行当たり0.2グラム 

車 両 総 重 量 が

1,700キログラム

を超えかつ2,500

キログラム以下の

特定自動車 

10・15モ

ードによ

る測定 

１キロメートル走行当たり0.25グラム 

車 両 総 重 量 が

2,500キログラム

を超える特定自動

車 

ディーゼ

ル自動車

用13モー

ドによる

測定 

１キロワット時当たり0.7グラム 

 

 

別表第16（第87条の４関係） 

自動車から排出される粒子状物質の量を増大させる燃料 

１ 重油（日本産業規格Ｋ2205に定める重油をいう。以下同じ。） 

２ 重油を混和した燃料 

３ １及び２に掲げるもののほか、次の表の左欄に掲げる燃料の性状が、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる基準値を満たさない燃料 

燃料の性状 基準値 

別表第16（第87条の２関係） 

特定自動車の種別 測定方法 粒子状物質の値 

車両総重量が1,700

キログラム以下の

特定自動車 

10・15モー

ドによる測

定 

１キロメートル走行当たり0.2グラム 

車両総重量が1,700

キログラムを超え

10・15モー

ドによる測

１キロメートル走行当たり0.25グラム 



32/49  

新 旧 

90パーセント留出温度（日本産業

規格Ｋ2254に定める方法で測定し

た燃料の性状をいう。） 

摂氏360度以下 

10パーセント残油の残留炭素成分

（日本産業規格Ｋ2270－１又はＫ

2270－２に定める方法で測定した

燃料の性状をいう。） 

0.1質量パーセント以下 

セタン指数（日本産業規格Ｋ2280

－４又はＫ2280－５に定める方法

で算出した燃料の性状をいう。） 

45以上 

硫黄分（日本産業規格Ｋ2541－１、

Ｋ2541－２、Ｋ2541－６又はＫ

2541－７に定める方法で測定した

燃料の性状をいう。） 

0.001質量パーセント以下 

 

かつ2,500キログラ

ム以下の特定自動

車 

定 

車両総重量が2,500

キログラムを超え

る特定自動車 

ディーゼル

自動車用13

モードによ

る測定 

１キロワット時当たり0.7グラム 
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別表第17（第93条の２関係） 別表第17（第93条の２関係） 

環境汚染の原因物質及び基準値 環境汚染の原因物質及び基準値 

１ 媒体別分類 １ 媒体別分類 

(１) 大気 (１) 大気 

 物質 基準値 測定方法   物質 基準値 測定方法  

 ベンゼン １年平均値が

0.003㎎/ｍ3以

下 

ベンゼン等による大気の汚染に係る

環境基準について（平成９年環境庁

告示第４号）に定める方法 

  ベンゼン １年平均値が

0.003㎎/ｍ3以

下 

キャニスター又は捕集管により採取

した試料をガスクロマトグラフ質量

分析計により測定する方法（当該方

法と同等以上の性能を有する測定方

法を含む。） 

 

 トリクロロエチ

レン 

１年平均値が

0.13㎎/ｍ3以下 

同   トリクロロエチ

レン 

１年平均値が

0.2㎎/ｍ3以下 

同  

 テトラクロロエ

チレン 

１年平均値が

0.2㎎/ｍ3以下 

同   テトラクロロエ

チレン 

１年平均値が

0.2㎎/ｍ3以下 

同  

 ジクロロメタン １年平均値が

0.15㎎/ｍ3以下 

同   ジクロロメタン １年平均値が

0.15㎎/ｍ3以下 

同  

 アクリロニトリ

ル 

１年平均値が

２μg/ｍ3以下 

キャニスターにより採取した試料

を液体窒素で冷却及び濃縮し、ガ

スクロマトグラフ質量分析計によ

り測定する方法又はこれと同等以

上の性能を有する方法 

  アクリロニトリ

ル 

１年平均値が

２μg/ｍ3以下 

キャニスターにより採取した試料を

液体窒素で冷却及び濃縮し、ガスク

ロマトグラフ質量分析計により分析

する方法 

 

 クロロエチレン １年平均値が

10μg/ｍ3以下 

キャニスター若しくは捕集管により

採取した試料を液体窒素で冷却及び

濃縮し、ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法又はこれと

同等以上の性能を有する方法 

  クロロエチレン １年平均値が

10μg/ｍ3以下 

同  

 水銀及びその化

合物 

１年平均値が

40ngHg/ｍ3以下 

大気中の水銀を金アマルガムとし

て捕集した捕集管を加熱し発生し

た水銀蒸気を、原子吸光光度計に

より測定する方法又はこれと同等

以上の性能を有する方法 

  水銀 １年平均値が

0.04μg/ｍ3以

下 

金を焼き付けした捕集剤に、大気中

の水銀を金アマルガムとして捕集

し、捕集管を加熱することによりガ

ス状水銀とし、原子吸光光度計によ

り分析する方法 
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 ニッケル化合物 １年平均値が

25ngNi/ｍ3以下 

ハイボリュームエアサンプラーに

よりろ紙上に捕集した大気中の浮

遊粉じんを全分解し、原子吸光光

度計、誘導結合プラズマ発光分光

分析計若しくは誘導結合プラズマ

質量分析計により測定する方法又

はこれと同等以上の性能を有する

方法 

  ニッケル化合物 １年平均値が

0.025μg/ｍ3以

下 

ハイボリュームサンプラーによりろ

紙上に捕集した大気中の浮遊粉じん

を、ろ紙に酸を加えて分解した後、

原子吸光光度計で分析する方法 

 

 クロロホルム １年平均値が

18μg/ｍ3以下 

キャニスター若しくは捕集管により

採取した試料をガスクロマトグラフ

質量分析計により測定する方法又は

これと同等以上の性能を有する方法 

      

 １，２―ジクロロ

エタン 

１年平均値が

1.6μg/ｍ3 以

下 

同       

 砒
ひ

素及びその化

合物 

１年平均値が

６ngAs/ｍ 3 以

下 

ハイボリュームエアサンプラーによ

りろ紙上に捕集した大気中の浮遊粉

じんを全分解し、水素化物発生装置付

き誘導結合プラズマ発光分光分析

計、水素化物発生装置付き原子吸光光

度計若しくは誘導結合プラズマ質量

分析計により測定する方法又はこれ

と同等以上の性能を有する方法 

      

 １，３―ブタジエ

ン 

１年平均値が

2.5μg/ｍ3 以

下 

キャニスターにより採取した試料を

ガスクロマトグラフ質量分析計によ

り測定する方法又はこれと同等以上

の性能を有する方法 

      

 マンガン及びそ

の化合物 

１年平均値が

140ngMn/ｍ3 以

下 

ハイボリュームエアサンプラーによ

りろ紙上に捕集した大気中の浮遊粉 

じんを全分解し、原子吸光光度計、誘

導結合プラズマ発光分光分析計若し

くは誘導結合プラズマ質量分析計に

より測定する方法又はこれと同等以

上の性能を有する方法 
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(２) 水質 (２) 水質 

 物質 基準値 測定方法   物質 基準値 測定方法  

 カドミウム 0.003㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号に定める方法   カドミウム 0.003㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の55.2、55.3又は55.4に

定める方法 

 

 全シアン 検出されない

こと。 

同   全シアン 検出されない

こと。 

規格Ｋ0102の38.1.2（規格Ｋ0102の

38の備考11を除く。以下同じ。）及

び38.2に定める方法、規格Ｋ0102の

38.1.2及び38.3に定める方法、規格

Ｋ0102の38.1.2及び38.5に定める方

法又は環境庁告示第59号付表１に掲

げる方法 

 

 鉛 0.01㎎/ℓ以下 同   鉛 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の54に定める方法  

 六価クロム 0.05㎎/ℓ以下 同   六価クロム 0.05㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の65.2（規格Ｋ0102の

65.2.7を除く。）に定める方法（た

だし、規格Ｋ0102の65.2.6に定める

方法により汽水又は海水を測定する

場合にあっては、規格Ｋ0170―７の

７のａ)又はｂ)に定める操作を行う

ものとする。） 

 

 砒
ひ

素 0.01㎎/ℓ以下 同   砒
ひ

素 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の61.2、61.3又は61.4に

定める方法 

 

 総水銀 0.0005㎎/ℓ以

下 

同   総水銀 0.0005㎎/ℓ以

下 

環境庁告示第59号付表２に掲げる方

法 

 

 アルキル水銀 検出されない

こと。 

同   アルキル水銀 検出されない

こと。 

環境庁告示第59号付表３に掲げる方

法 

 

 ＰＣＢ 検出されない

こと。 

同   ＰＣＢ 検出されない

こと。 

環境庁告示第59号付表４に掲げる方

法 

 

 ジクロロメタン 0.02㎎/ℓ以下 同   ジクロロメタン 0.02㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 四塩化炭素 0.002㎎/ℓ以下 同   四塩化炭素 0.002㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、

5.4.1又は5.5に定める方法 

 

 １，２―ジクロ

ロエタン 

0.004㎎/ℓ以下 同   １，２―ジクロ

ロエタン 

0.004㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1又は

5.3.2に定める方法 
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 １，１―ジクロ

ロエチレン 

0.1㎎/ℓ以下 同   １，１―ジクロ

ロエチレン 

0.1㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 シス―１，２―

ジクロロエチレ

ン 

0.04㎎/ℓ以下 同   シス―１，２―

ジクロロエチレ

ン 

0.04㎎/ℓ以下 同  

 １，１，１―ト

リクロロエタン 

１㎎/ℓ以下 同   １，１，１―ト

リクロロエタン 

１㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、

5.4.1又は5.5に定める方法 

 

 １，１，２―ト

リクロロエタン 

0.006㎎/ℓ以下 同   １，１，２―ト

リクロロエタン 

0.006㎎/ℓ以下 同  

 トリクロロエチ

レン 

0.01㎎/ℓ以下 同   トリクロロエチ

レン 

0.01㎎/ℓ以下 同  

 テトラクロロエ

チレン 

0.01㎎/ℓ以下 同   テトラクロロエ

チレン 

0.01㎎/ℓ以下 同  

 １，３―ジクロ

ロプロペン 

0.002㎎/ℓ以下 同   １，３―ジクロ

ロプロペン 

0.002㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.1に定

める方法 

 

 チウラム 0.006㎎/ℓ以下 同   チウラム 0.006㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表５に掲げる方

法 

 

 シマジン 0.003㎎/ℓ以下 同   シマジン 0.003㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表６の第１又は

第２に掲げる方法 

 

 チオベンカルブ 0.02㎎/ℓ以下 同   チオベンカルブ 0.02㎎/ℓ以下 同  

 ベンゼン 0.01㎎/ℓ以下 同   ベンゼン 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 セレン 0.01㎎/ℓ以下 同   セレン 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の67.2、67.3又は67.4に

定める方法 

 

 硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素 

10㎎/ℓ以下 同   硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素 

10㎎/ℓ以下 硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102の

43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6

に定める方法により測定された硝酸

イオンの濃度に換算係数0.2259を乗

じて算出する方法。亜硝酸性窒素に

あっては規格Ｋ0102の43.1に定める

方法により測定された亜硝酸イオン

の濃度に換算係数0.3045を乗じて算

出する方法 
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 ふっ素 0.8 ㎎/ℓ以下 同   ふっ素 0.8 ㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の34.1（規格Ｋ0102の34

の備考１を除く。）若しくは34.4

（妨害となる物質としてハロゲン化

合物又はハロゲン化水素が多量に含

まれる試料を測定する場合にあって

は、蒸留試薬溶液として、水約200ミ

リリットルに硫酸10ミリリットル、

りん酸60ミリリットル及び塩化ナト

リウム10グラムを溶かした溶液とグ

リセリン250ミリリットルを混合し、

水を加えて1,000ミリリットルとした

ものを用い、規格Ｋ0170―6の６図２

注記のアルミニウム溶液のラインを

追加する。）に定める方法又は規格

Ｋ0102の34.1.1ｃ）（注（２）第３

文及び規格Ｋ0102の34の備考１を除

く。）に定める方法（懸濁物質及び

イオンクロマトグラフ法で妨害とな

る物質が共存しないことを確認した

場合にあっては、これを省略するこ

とができる。）及び環境庁告示第59

号付表７に掲げる方法 

 

 ほう素 １㎎/ℓ以下 同   ほう素 １㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の47.1、47.3又は47.4に

定める方法 

 

 １，４―ジオキ

サン 

0.05㎎/ℓ以下 同   １，４―ジオキ

サン 

0.05㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表８に掲げる方

法 

 

 クロロホルム 0.06㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.1に定

める方法 

  クロロホルム 0.06㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.1に定

める方法 

 

 トランス―１，

２―ジクロロエ

チレン 

0.04㎎/ℓ以下 同   トランス―１，

２―ジクロロエ

チレン 

0.04㎎/ℓ以下 同  

 １，２―ジクロ

ロプロパン 

0.06㎎/ℓ以下 同   １，２―ジクロ

ロプロパン 

0.06㎎/ℓ以下 同  
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 ｐ―ジクロロベ

ンゼン 

0.2㎎/ℓ以下 同   ｐ―ジクロロベ

ンゼン 

0.3㎎/ℓ以下 同  

 イソキサチオン 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイソキサチオンを

有機溶媒又は固相カラムで抽出し、

アルカリ熱イオン化検出器、炎光光

度検出器若しくは電子捕獲型検出器

付きガスクロマトグラフ又はガスク

ロマトグラフ質量分析計により測定

する方法 

  イソキサチオン 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイソキサチオンを

有機溶媒又は固相カラムに抽出し、

誘導体化して、アルカリ熱イオン化

検出器、炎光光度検出器若しくは電

子捕獲型検出器付きガスクロマトグ

ラフ又はガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

 

 ダイアジノン 0.005㎎/ℓ以下 試料中に含まれるダイアジノンを有

機溶媒又は固相カラムで抽出し、ア

ルカリ熱イオン化検出器、炎光光度

検出器若しくは電子捕獲型検出器付

きガスクロマトグラフ又はガスクロ

マトグラフ質量分析計により測定す

る方法 

  ダイアジノン 0.005㎎/ℓ以下 試料中に含まれるダイアジノンを有

機溶媒又は固相カラムに抽出し、誘

導体化して、アルカリ熱イオン化検

出器、炎光光度検出器若しくは電子

捕獲型検出器付きガスクロマトグラ

フ又はガスクロマトグラフ質量分析

計により測定する方法 

 

 フェニトロチオ

ン 

0.003㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフェニトロチオン

を有機溶媒又は固相カラムで抽出

し、アルカリ熱イオン化検出器、炎

光光度検出器若しくは電子捕獲型検

出器付きガスクロマトグラフ又はガ

スクロマトグラフ質量分析計により

測定する方法 

  フェニトロチオ

ン 

0.003㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフェニトロチオン

を有機溶媒又は固相カラムに抽出

し、誘導体化して、アルカリ熱イオ

ン化検出器、炎光光度検出器若しく

は電子捕獲型検出器付きガスクロマ

トグラフ又はガスクロマトグラフ質

量分析計により測定する方法 

 

 イソプロチオラ

ン 

0.04㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイソプロチオラン

を有機溶媒又は固相カラムで抽出

し、電子捕獲型検出器付きガスクロ

マトグラフ又はガスクロマトグラフ

質量分析計により測定する方法 

  イソプロチオラ

ン 

0.04㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイソプロチオラン

を有機溶媒又は固相カラムに抽出

し、誘導体化して、アルカリ熱イオ

ン化検出器、炎光光度検出器若しく

は電子捕獲型検出器付きガスクロマ

トグラフ又はガスクロマトグラフ質

量分析計により測定する方法 

 

 オキシン銅 0.04㎎/ℓ以下 試料中に含まれるオキシン銅を有機

溶媒又は固相カラムで抽出し、紫外

吸光検出器付き高速液体クロマトグ

  オキシン銅 0.04㎎/ℓ以下 試料中に含まれるオキシン銅を有機

溶媒又は固相カラムに抽出し、紫外

吸光検出器付き高速液体クロマトグ
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ラフにより測定する方法 ラフにより測定する方法 

 クロロタロニル 0.05㎎/ℓ以下 試料中に含まれるクロロタロニルを

有機溶媒又は固相カラムで抽出し、

アルカリ熱イオン化検出器若しくは

電子捕獲型検出器付きガスクロマト

グラフ又はガスクロマトグラフ質量

分析計により測定する方法 

  クロロタロニル 0.05㎎/ℓ以下 試料中に含まれるクロロタロニルを

有機溶媒又は固相カラムに抽出し、

誘導体化して、アルカリ熱イオン化

検出器、炎光光度検出器若しくは電

子捕獲型検出器付きガスクロマトグ

ラフ又はガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

 

 プロピザミド 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるプロピザミドを有

機溶媒又は固相カラムで抽出し、ア

ルカリ熱イオン化検出器若しくは電

子捕獲型検出器付きガスクロマトグ

ラフ又はガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

  プロピザミド 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるプロピザミドを有

機溶媒又は固相カラムに抽出し、誘

導体化して、アルカリ熱イオン化検

出器、炎光光度検出器若しくは電子

捕獲型検出器付きガスクロマトグラ

フ又はガスクロマトグラフ質量分析

計により測定する方法 

 

 ＥＰＮ 0.006㎎/ℓ以下 試料中に含まれるＥＰＮを有機溶媒

又は固相カラムで抽出し、アルカリ

熱イオン化検出器、炎光光度検出器

若しくは電子捕獲型検出器付きガス

クロマトグラフ又はガスクロマトグ

ラフ質量分析計により測定する方法 

  ＥＰＮ 0.006㎎/ℓ以下 試料中に含まれるＥＰＮを有機溶媒

又は固相カラムに抽出し、誘導体化

して、アルカリ熱イオン化検出器、

炎光光度検出器若しくは電子捕獲型

検出器付きガスクロマトグラフ又は

ガスクロマトグラフ質量分析計によ

り測定する方法 

 

 ジクロルボス 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるジクロルボスを有

機溶媒又は固相カラムで抽出し、ア

ルカリ熱イオン化検出器、炎光光度

検出器若しくは電子捕獲型検出器付

きガスクロマトグラフ又はガスクロ

マトグラフ質量分析計により測定す

る方法 

  ジクロルボス 0.008㎎/ℓ以下 試料中に含まれるジクロルボスを有

機溶媒又は固相カラムに抽出し、誘

導体化して、アルカリ熱イオン化検

出器、炎光光度検出器若しくは電子

捕獲型検出器付きガスクロマトグラ

フ又はガスクロマトグラフ質量分析

計により測定する方法 

 

 フェノブカルブ 0.03㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフェノブカルブを

有機溶媒又は固相カラムで抽出し、

アルカリ熱イオン化検出器付きガス

クロマトグラフ又はガスクロマトグ

  フェノブカルブ 0.03㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフェノブカルブを

有機溶媒又は固相カラムに抽出し、

誘導体化して、アルカリ熱イオン化

検出器、炎光光度検出器又は電子捕
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ラフ質量分析計により測定する方法 獲型検出器付きガスクロマトグラフ

若しくはガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

 イプロベンホス 0.008 ㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイプロベンホスを

有機溶媒又は固相カラムで抽出し、

アルカリ熱イオン化検出器若しくは

炎光光度検出器付きガスクロマトグ

ラフ又はガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

  イプロベンホス 0.008 ㎎/ℓ以下 試料中に含まれるイプロベンホスを

有機溶媒又は固相カラムに抽出し、

誘導体化して、アルカリ熱イオン化

検出器、炎光光度検出器又は電子捕

獲型検出器付きガスクロマトグラフ

若しくはガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

 

 トルエン 0.6㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

  トルエン 0.6㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 キシレン 0.4㎎/ℓ以下 同   キシレン 0.4㎎/ℓ以下 同  

 フタル酸ジエチ

ルヘキシル 

0.06㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフタル酸ジエチル

ヘキシルを有機溶媒に抽出し、電子

捕獲型検出器付きガスクロマトグラ

フ又はガスクロマトグラフ質量分析

計により測定する方法 

  フタル酸ジエチ

ルヘキシル 

0.06㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフタル酸ジエチル

ヘキシルを有機溶媒に抽出しガスク

ロマトグラフ質量分析計により測定

する方法 

 

 モリブデン 0.07㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の68.2に定める方法、酸

で処理した試料を誘導結合プラズマ

質量分析計又は電気加熱原子吸光光

度計により測定する方法 

  モリブデン 0.07㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の68.2に定める方法、Ｉ

ＣＰ質量分析計により測定する方法

又は電気加熱式原子吸光光度計によ

り測定する方法 

 

 アンチモン 0.02㎎/ℓ以下 前処理した試料を水素化物発生装置

付き誘導結合プラズマ発光分光分析

計、水素化物発生装置付き原子吸光光

度計又は誘導結合プラズマ質量分析

計により測定する方法 

  フェノール 0.05㎎/ℓ以下 試料中に含まれるフェノールを有機

溶媒に抽出し、必要に応じて誘導体

化して、ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

 

 クロロエチレン 0.002㎎/ℓ以下 試料中から揮発させたクロロエチレ

ンをトラップ管で凝縮し、ガスクロマ

トグラフ質量分析計により測定する

方法 

  ホルムアルデヒ

ド 

１㎎/ℓ以下 試料中に含まれるホルムアルデヒド

を有機溶媒に抽出し、ガスクロマト

グラフ質量分析計により測定する方

法 

 

 エピクロロヒド

リン 

0.0004 ㎎ / ℓ 以

下 

試料中から揮発させたエピクロロヒ

ドリンをトラップ管で凝縮し、ガスク

 備考 １ 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により

測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回る
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ロマトグラフ質量分析計により測定

する方法 
ことをいう。 

 全マンガン 0.2㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の56.2、56.3、56.4又は

56.5に定める方法 

 ２ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、測定方法の欄に掲げる

方法により測定した硝酸性窒素の濃度と亜硝酸性窒素の濃度の和

とする。  ウラン 0.002㎎/ℓ以下 試料中に含まれるウランを固相カラ

ムで抽出し、誘導結合プラズマ発光分

光分析計により測定する方法又は酸

で処理した試料を誘導結合プラズマ

質量分析計により測定する方法 

 

 全亜鉛 知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.03㎎

/ℓ以下 

Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.03㎎

/ℓ以下 

Ｃ水域（海域） 

0.01㎎/ℓ以下 

Ｄ水域（海域） 

0.02㎎/ℓ以下 

環境庁告示第59号に定める方法       

 ノニルフェノー

ル 

知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.001

㎎/ℓ以下 

同       
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Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.002

㎎/ℓ以下 

Ｃ水域（海域） 

0.0007 ㎎ / ℓ 以

下 

Ｄ水域（海域） 

0.001㎎/ℓ以下 

 直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.03㎎

/ℓ以下 

Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.05㎎

/ℓ以下 

Ｃ水域（海域） 

0.006㎎/ℓ以下 

Ｄ水域（海域） 

0.01㎎/ℓ以下 

同       

 フェノール 知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河

川・湖沼） 

0.05㎎/ℓ以下 

Ｂ水域（河

川・湖沼） 

0.08㎎/ℓ以下 

試料中に含まれるフェノールを有機

溶媒に抽出し、必要に応じて誘導体

化して、ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 
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Ｃ水域（海

域） 0.2㎎/ℓ

以下 

Ｄ水域（海

域） ２㎎/ℓ

以下 

 ホルムアルデヒ

ド 

知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河

川・湖沼） 

１㎎/ℓ以下 

Ｂ水域（河

川・湖沼） 

１㎎/ℓ以下 

Ｃ水域（海

域） 0.03㎎/

ℓ以下 

Ｄ水域（海

域） 0.3㎎/ℓ

以下 

試料中に含まれるホルムアルデヒド

を誘導体化して有機溶媒に抽出し、

ガスクロマトグラフ質量分析計によ

り測定する方法 

      

 アニリン 知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.02㎎

/ℓ以下 

Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.02㎎

/ℓ以下 

試料中に含まれるアニリンを固相カ

ラムで抽出し、ガスクロマトグラフ質

量分析計により測定する方法 
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Ｃ水域（海域） 

0.1㎎/ℓ以下 

Ｄ水域（海域） 

0.1㎎/ℓ以下 

 ２，４－ジクロ

ロフェノール 

知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.03㎎

/ℓ以下 

Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.03㎎

/ℓ以下 

Ｃ水域（海域） 

0.01㎎/ℓ以下 

Ｄ水域（海域） 

0.02㎎/ℓ以下 

試料中に含まれる２，４－ジクロロフ

ェノールを固相カラムで抽出し、誘導

体化して、ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

     

 ４－オクチルフ

ェノール 

知事が別に定

める次に掲げ

る水域の区分

に応じ、次に定

める値 

Ａ水域（河川・

湖沼） 0.001

㎎/ℓ以下 

Ｂ水域（河川・

湖沼） 0.004

㎎/ℓ以下 

Ｃ水域（海域） 

0.0004 ㎎ / ℓ 以

下 

試料中に含まれる４－オクチルフェ

ノールを固相カラムで抽出し、ガスク

ロマトグラフ質量分析計により測定

する方法 
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Ｄ水域（海域） 

0.0009 ㎎ / ℓ 以

下 

 有機スズ化合物

（トリブチルス

ズ・トリフェニ

ルスズ） 

0.01μg/ℓ以下 試料中に含まれる有機スズ化合物

を有機溶媒に抽出し、誘導体化し

て、炎光光度型検出器付きガスクロ

マトグラフ又はガスクロマトグラ

フ質量分析計により測定する方法 

     

 

 

(３) 地下水 (３) 地下水 

 物質 基準値 測定方法   物質 基準値 測定方法  

 カドミウム 0.003㎎/ℓ以下 地下水の水質汚濁に係る環境基準に

ついて（平成９年環境庁告示第10

号。以下「環境庁告示第10号」とい

う。）に定める方法 

  カドミウム 0.003㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の55.2、55.3又は55.4に

定める方法 

 

 全シアン 検出されない

こと。 

同   全シアン 検出されない

こと。 

規格Ｋ0102の38.1.2（規格Ｋ0102の

38の備考11を除く。）及び38.2に定

める方法、規格Ｋ0102の38.1.2及び

38.3に定める方法、規格Ｋ0102の

38.1.2及び38.5に定める方法又は環

境庁告示第59号付表１に掲げる方法 

 

 有機燐
りん

化合物

（パラチオン、

メチルパラチオ

ン、メチルジメ

トン及びＥＰＮ

に限る。） 

検出されない

こと。 

環境庁告示第55号に定める方法   有機燐
りん

化合物

（パラチオン、

メチルパラチオ

ン、メチルジメ

トン及びＥＰＮ

に限る。） 

検出されない

こと。 

環境庁告示第55号に掲げる方法  

 鉛 0.01㎎/ℓ以下 環境庁告示第10号に定める方法   鉛 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の54に定める方法  

 六価クロム 0.05㎎/ℓ以下 同   六価クロム 0.05㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の65.2（規格Ｋ0102の

65.2.7を除く。）に定める方法（た

だし、規格Ｋ0102の65.2.6に定める

方法により塩分の濃度の高い試料を

測定する場合にあっては、規格Ｋ

0170―７の７のａ)又はｂ)に定める
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操作を行うものとする。） 

 砒
ひ

素 0.01㎎/ℓ以下 同   砒
ひ

素 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の61.2、61.3又は61.4に

定める方法 

 

 総水銀 0.0005㎎/ℓ以

下 

同   総水銀 0.0005㎎/ℓ以

下 

環境庁告示第59号付表２に掲げる方

法 

 

 アルキル水銀 検出されない

こと。 

同   アルキル水銀 検出されない

こと。 

環境庁告示第59号付表３に掲げる方

法 

 

 ＰＣＢ 検出されない

こと。 

同   ＰＣＢ 検出されない

こと。 

環境庁告示第59号付表４に掲げる方

法 

 

 ジクロロメタン 0.02㎎/ℓ以下 同   ジクロロメタン 0.02㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 四塩化炭素 0.002㎎/ℓ以下 同   四塩化炭素 0.002㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、

5.4.1又は5.5に定める方法 

 

 １，２―ジクロ

ロエタン 

0.004㎎/ℓ以下 同   １，２―ジクロ

ロエタン 

0.004㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1又は

5.3.2に定める方法 

 

 １，１―ジクロ

ロエチレン 

0.1㎎/ℓ以下 同   １，１―ジクロ

ロエチレン 

0.1㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 １，２―ジクロ

ロエチレン 

0.04㎎/ℓ以下 同   １，２―ジクロ

ロエチレン 

0.04㎎/ℓ以下 シス体にあっては規格Ｋ0125の５.

１、５.２又は５.３.２に定める方

法、トランス体については規格Ｋ

0125の５.１、５.２又は５.３.１に

定める方法 

 

 １，１，１―ト

リクロロエタン 

１㎎/ℓ以下 同   １，１，１―ト

リクロロエタン 

１㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2、5.3.1、

5.4.1又は5.5に定める方法 

 

 １，１，２―ト

リクロロエタン 

0.006㎎/ℓ以下 同   １，１，２―ト

リクロロエタン 

0.006㎎/ℓ以下 同  

 トリクロロエチ

レン 

0.01㎎/ℓ以下 同   トリクロロエチ

レン 

0.01㎎/ℓ以下 同  

 テトラクロロエ

チレン 

0.01㎎/ℓ以下 同   テトラクロロエ

チレン 

0.01㎎/ℓ以下 同  

 １，３―ジクロ

ロプロペン 

0.002㎎/ℓ以下 同   １，３―ジクロ

ロプロペン 

0.002㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.1に定

める方法 

 

 チウラム 0.006㎎/ℓ以下 同   チウラム 0.006㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表５に掲げる方  
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法 

 シマジン 0.003㎎/ℓ以下 同   シマジン 0.003㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表６の第１又は

第２に掲げる方法 

 

 チオベンカルブ 0.02㎎/ℓ以下 同   チオベンカルブ 0.02㎎/ℓ以下 同  

 ベンゼン 0.01㎎/ℓ以下 同   ベンゼン 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2に定

める方法 

 

 セレン 0.01㎎/ℓ以下 同   セレン 0.01㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の67.2、67.3又は67.4に

定める方法 

 

 硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素 

10㎎/ℓ以下 同   硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素 

10㎎/ℓ以下 硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102の

43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6

に定める方法により測定された硝酸

イオンの濃度に換算係数0.2259を乗

じて算出する方法。亜硝酸性窒素に

あっては規格Ｋ0102の43.1に定める

方法により測定された亜硝酸イオン

の濃度に換算係数0.3045を乗じて算

出する方法 

 

 ふっ素 0.8 ㎎/ℓ以下 同   ふっ素 0.8 ㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の34.1（規格Ｋ0102の34

の備考１を除く。）若しくは34.4

（妨害となる物質としてハロゲン化

合物又はハロゲン化水素が多量に含

まれる試料を測定する場合にあって

は、蒸留試薬溶液として、水約200ミ

リリットルに硫酸10ミリリットル、

りん酸60ミリリットル及び塩化ナト

リウム10グラムを溶かした溶液とグ

リセリン250ミリリットルを混合し、

水を加えて1,000ミリリットルとした

ものを用い、規格Ｋ0170―6の６図２

注記のアルミニウム溶液のラインを

追加する。）に定める方法又は規格

Ｋ0102の34.1.1ｃ）（注（２）第３

文及び規格Ｋ0102の34の備考１を除
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く。）に定める方法（懸濁物質及び

イオンクロマトグラフ法で妨害とな

る物質が共存しないことを確認した

場合にあっては、これを省略するこ

とができる。）及び環境庁告示第59

号付表７に掲げる方法 

 ほう素 １㎎/ℓ以下 同   ほう素 １㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の47.1、47.3又は47.4に

定める方法 

 

 クロロエチレン 0.002㎎/ℓ以下 同   クロロエチ 

レン 

0.002㎎/ℓ以下 地下水の水質汚濁に係る環境基準に

ついて（平成９年環境庁告示第10

号）付表に掲げる方法 

 

 １，４―ジオキ

サン 

0.05㎎/ℓ以下 同   １，４―ジオキ

サン 

0.05㎎/ℓ以下 環境庁告示第59号付表８に掲げる方

法 

 

 備考 １ 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により

測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回る

ことをいう。 

 ２ １，２―ジクロロエチレンの濃度は、測定方法の欄に掲げる方

法により測定したシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 

 ３ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、測定方法の欄に掲げる

方法により測定した硝酸性窒素の濃度と亜硝酸性窒素の濃度の和

とする。 

２ 物質別分類 ２ 物質別分類 

物質 媒体 基準値 測定方法 

ダイオキシン

類 

  

  

大気 0.6pg-ＴＥＱ

/ｍ3以下 

環境庁告示第68号に定める

方法 

 

 

 

 

水質（地

下水を含

む。） 

１pg-ＴＥＱ/

ℓ以下 

同 

水底の底 150pg-ＴＥＱ 同 

物質 媒体 基準値 測定方法 

ダイオキシン

類 

  

  

大気 0.6pg-ＴＥＱ

/ｍ3以下 

ポリウレタンフォームを装着

した採取筒をろ紙後段に取り

付けたエアサンプラーにより

採取した試料を高分解能ガス

クロマトグラフ質量分析計に

より測定する方法 

水質（地

下水を含

む。） 

１pg-ＴＥＱ/

ℓ以下 

規格Ｋ0312に定める方法 

水底の底 150pg-ＴＥＱ 水底の底質中に含まれるダイ
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質 /g以下  

 

 

 

土壌 1,000pg-ＴＥ

Ｑ/g以下 

同 

 

 

 

 
 

質 /g以下 オキシン類をソックスレー抽

出装置により抽出し、高分解

能ガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

土壌 1,000pg-ＴＥ

Ｑ/g以下 

土壌中に含まれるダイオキシ

ン類をソックスレー抽出装置

により抽出し、高分解能ガス

クロマトグラフ質量分析計に

より測定する方法 

全亜鉛 水質 0.03㎎/ℓ以下 規格Ｋ0102の53に定める方法 

有機スズ化合

物（トリブチ

ルスズ・トリ

フェニルス

ズ） 

水質 0.01μg/ℓ以

下 

試料中に含まれる有機スズ化

合物を有機溶媒に抽出し、誘

導体化して、炎光光度型検出

器付きガスクロマトグラフ又

はガスクロマトグラフ質量分

析計により測定する方法 

ノニルフェノ

ール 

水質 0.608μg/ℓ以

下 

規格Ｋ0450―20―10に定める

方法 

４―オクチル

フェノール 

水質 0.992μg/ℓ以

下 

規格Ｋ0450―20―10に定める

方法 
 

  
 


